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１ 方針策定の趣旨 

人口の著しい減少に伴い地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地

域に比較して低位にある、いわゆる「過疎地域」の持続的発展を支援し、もって人材の確保及び育成、

雇用機会の拡充、住民福祉の向上、地域格差の是正並びに地域の特性を生かした振興に寄与するため、

「岩手県過疎地域持続的発展方針（以下「岩手県過疎方針」という。）」を策定します。 

この岩手県過疎方針は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）の

規定に基づき策定するものであり、岩手県の過疎市町村の持続的発展に向けた基本的な方向性を示す

とともに、「岩手県過疎地域持続的発展計画」や「過疎地域持続的発展市町村計画（以下「市町村計画」

という。）」を策定する際の指針となるものです。 

 

２ 方針の期間 

令和８年度から令和12年度までの５年間 

 

３ いわて県民計画（2019～2028）との関係 

「いわて県民計画（2019～2028）（以下「県民計画」という。）」では、「東日本大震災津波の経験に基

づき、引き続き復興に取り組みながら、お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて」を基本目標とし、県

民一人ひとりがお互いに支え合いながら、幸福を追求していくことができる地域社会を実現していく

ため10の政策分野を設定し、一人ひとりの幸福を守り育てる取組を展開しています。 

岩手県過疎方針においては、県民計画を踏まえた基本目標を据えて、過疎地域の持続的発展のために

実施すべき施策について、県民計画に掲げる10の政策分野と４つの広域振興圏内における過疎地域の

特性を踏まえて推進していきます。 

また、県民計画は、東日本大震災津波からの復興に向けて、平成23年８月に策定した「岩手県東日本

大震災津波復興計画」における「いのちを守り 海と大地と共に生きる ふるさと岩手・三陸の創造」と

いう復興の目指す姿を引き継いでおり、その実現のため、「安全の確保」、「暮らしの再建」、「なりわい

の再生」及び「未来のための伝承・発信」という「より良い復興～４本の柱」を設けているところです。 

この４本の柱のもとで、地域の主体的な考えを踏まえ、コミュニティの形成と機能の充実を図りなが

ら、ふるさと岩手・三陸が持つ多様な資源や潜在的な可能性などの特性を生かした復興を推進している

ところであり、岩手県過疎方針においても、東日本大震災津波からの復興とともに、過疎地域の持続的

発展に向けた取組を進めていくものです。 

 

４ 第２期岩手県ふるさと振興総合戦略との関係 

本県の人口は、平成９年以降減少を続け、令和６年には約114万人となり、ピークであった昭和60年

と比べ、約21％減少しています。また、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（令和５年推計）

によれば、2040年には約92万人になることが見込まれており、その後においても人口減少は止まらず、

2050年には約78万人まで減少すると推計されています。 

急激な人口減少は地域社会にマイナスの影響を与えるほか、県税収入の減少や社会保障関係費の増

大など、県の行財政に対する影響も懸念されるところです。 

Ⅰ はじめに 
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本県では、平成27年10月に策定し、令和２年３月に改訂した「岩手県人口ビジョン」において、人口

減少を引き起こす、様々な「生きにくさ」を「生きやすさ」に転換し、岩手への新しい人の流れを生み

出す「ふるさと振興」を積極的に展開することにより、人口減少に歯止めをかけ、2040年に100万人程

度の人口を確保するよう展望しています。 

また、上記ビジョンを踏まえて令和２年３月に策定し、令和６年12月に改訂した「第２期岩手県ふる

さと振興総合戦略～岩手県まち・ひと・しごと創生総合戦略～（以下「ふるさと振興総合戦略」とい

う。）」では、県民一人ひとりの希望の実現を図るためにふるさとを振興し、人口減少に立ち向かうた

めの基本目標や、今後の主な取組方向、数値目標等を定め、多様な主体が参画した取組やＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）を踏まえた取組、デジタル技術を活用した取組を展開していくこととしています。 

岩手県過疎方針においても、ふるさと振興総合戦略との整合性を図りながら、過疎地域の持続的発展

に向けた取組を進めていくものです。 
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１ 過疎地域の現状 

(1) 概況 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき、令和４年４月1日現在、25市町村が過

疎地域として公示されています。 

本県の過疎地域は、主に北上盆地を除く地域に広がっており、その大半は、周囲の山地によって分

断された地形や積雪が多く寒冷な気候など、地理的・自然的諸条件に恵まれない山村と辺地を抱える

市町村です。 

25市町村のうち８町村の全域が山村振興地域の指定を受けており、２市町は、特別豪雪地帯の指定

も受けています。さらに、19市町村の全域が特定農山村地域となっています（図１、表１）。 

本県の総人口及び総面積に占める過疎地域の割合をみると、人口は39.6％、面積では74.0％となっ

ており、１k㎡当たりの人口密度も県平均の79.2人に対し、42.4人と大きく下回っています（表２）。 

また、過疎地域市町村の令和５年度の財政力指数（令和３～５年度単純平均）は、平成10年度の財

政力指数（平成８～10年度単純平均）の0.24から0.28に改善していますが、県全体の平均0.37と比較

すると依然として脆弱です（図２）。 

 

図１ 県内の過疎市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 現状と課題 

過疎関係市町村 25

21

みなし過疎（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第42条） 1

一部過疎（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第３条（同法第43条において読み 3

替えて適用する場合を含む。）、第41条第２項～第３項）

全部過疎（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２条、第41条第１項）

1

3
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表１ 過疎市町村等及び指定状況（令和４年４月１日現在） 

過疎市町村 
山村振興地域 特定農山村地域 

特別豪雪地帯 
全部 一部 全域 一部 

市（11） 宮古市   ○ ○     

  大船渡市   ○ ○    

 
花巻市（うち旧大迫町、旧東和

町） 
  ○   ○   

  久慈市（うち旧山形村）   ○ ○     

  遠野市   ○ ○     

  一関市   ○   ○   

 陸前高田市  ○ ○   

  釜石市   ○ ○     

  二戸市   ○   ○   

  八幡平市   ○   ○ ○ 

  
奥州市（うち旧江刺市※、旧衣

川村） 
  ○   ○   

町（10） 葛巻町 ○   ○     
 岩手町   ○ ○     

  西和賀町 ○   ○   ○ 

  住田町 ○   ○     

  大槌町   ○ ○     

  山田町   ○ ○     

  岩泉町 ○   ○     

  軽米町   ○ ○     

  洋野町 ○   ○     

  一戸町   ○   ○   

村（４） 田野畑村 ○   ○     

 野田村 ○  ○   

  普代村 ○   ○     

  九戸村   ○ ○     

25市町村 8 17 19 6 2 

※ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）において過疎地域に指定されていた奥

州市（旧江刺市）については、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法施行日から令

和４年３月31日までは同法附則第７条の経過措置の対象となることから岩手県過疎方針の対象

地域としたが、令和４年４月１日に同法第43条において読み替えて適用する同法第３条の規定

による過疎地域とみなされる区域となったもの。 
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表２ 過疎市町村の数、人口、面積及び人口密度（令和４年４月１日時点） 

区分 

  市町村数     人口（人）   

全 市 町 村

(a) 
過疎(b) (b)/(a) ％ 

全 市 町 村

(c) 
過疎(d) (d)/(c) ％ 

岩手県 33  25  75.8  1,210,534  479,741  39.6  

全国 1,718  885  51.5  126,146,099  11,646,695  9.2  
       

区分 

  面積（k㎡）   人口密度（人／k㎡） 
 

全 市 町 村

(e) 
過疎(f) (f)/(e) ％ 全市町村 過疎 

 

岩手県 15,275  11,311  74.0  79.2  42.4  
 

全国 377,976  238,762  63.2  333.7  48.8  
 

 

（注）１ 東京都特別区は市数に含まない。 

２ 人口及び面積：令和２年国勢調査 

 

図２ 財政力指数の推移 
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(2) 人口の動向 

ア 人口の推移 

過疎地域の人口は、昭和35年から令和２年までに約39万人減少しています。人口減少率は、昭和

40～45年の7.1％をピークに、その後減少率の鈍化傾向を示し、昭和50～55年には1.8％まで低下し

ました。昭和55年以降は、２％台～５％台で推移していましたが、平成17～22年は、8.6％と減少

幅が拡大し、平成22～27年は約６％に減少幅が縮小したものの、平成27～令和２年には9.3％とな

り再び減少幅が拡大しています（表３、図３）。 

平成27～令和２年国勢調査人口を個々の過疎市町村についてみると、人口増加市町村はなく、令

和２年国勢調査時点で過疎地域に指定されていた全24市町村で人口が減少しており、平成27～令

和２年の人口減少率の内訳は、５％未満が１市、５％以上10％未満が13市町村、10％以上が10市町

村となっています（図４）。 

 

表３ 国勢調査人口の推移                        （単位：人、%） 

区 分 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 

過疎地域 832,317  783,574  728,006  702,601  689,749  669,789  

（構成比） (57.5) (55.5) (53.1) (50.7) (48.5) (46.7) 

全  県 1,448,517  1,411,118  1,371,383  1,385,563  1,421,927  1,433,611  

（構成比） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

区 分 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

過疎地域 638,519  617,373  596,247  566,011  517,521  486,603  441,277 

（構成比） (45.1) (43.5) (42.1) (40.9) (38.9) (38.0) (36.5) 

全  県 1,416,928  1,419,505  1,416,180  1,385,041  1,330,147  1,279,594  1,210,534 

（構成比） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

※ 推移の確認のため、令和２年国勢調査時点で過疎市町村に指定されていた24市町村の合計値を採用 

 

図３ 国勢調査人口増減率の推移 

（％） 
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図４ 人口減段階別過疎地域市町村数の推移 

 

イ 人口の自然増減と社会増減 

過疎地域の自然増減は、平成５年から死亡者数が出生者数を上回る自然減が続いています。 

過疎地域における令和５年の自然増減率（人口千人対、‰）は△17.7‰となり、県全体の増減率

△12.8‰と５ポイント程度の差がある状態が続いています（資料１）。 

また、過疎地域における令和５年の社会増減率は△7.6‰となり、県全体の増減率△4.3‰と３ポ

イント程度の差がある状態が続いています（資料２）。 

さらに、過疎地域における社会増減率は概ね△５‰～△10‰で推移している一方、自然増減率は

年々減少率が大きくなっており、自然減が人口減少を加速させています（図５）。 

 

図５ 自然増減率・社会増減率の推移（単位‰） 
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ウ 若年者と高齢者の人口動向 

若年者の人口流出が継続的に続いており、過疎地域における令和２年国勢調査による若年層（15

歳以上30歳未満）の全人口に占める割合は、平成２年の15.0％から5.2ポイント減少して9.8％とな

りました。これは、全県の11.8％に比べ2.0ポイント低い数値となっています。 

また、高齢化の進行により、過疎地域における高齢者（65歳以上）の人口は、平成12年から令和

２年までの間に約13.7％（21,032人）増加しました（資料３）。この結果、全人口に占める高齢者

の割合が、平成２年の16.8％から22.7ポイント増加して39.5％となり、過疎地域住民の10人に４人

が高齢者となり、高齢社会が急速に進行しています（図６）。 

過疎地域におけるコーホート（同一年齢区分に属する出生者集団）人口の増減率の推移をみる

と、平成27年からの５年間で、減少率が最も大きいのは、20～24歳階層の37.9％、次いで15～19歳

階層の16.6％となっており、15～19歳階層は昭和45年以降、20～24歳階層は平成２年以降に人口流

失の度合いは下がっているものの、全期間を通じて若者の人口は減少しており、構造的なものとな

っています（図７）。 

なお、平成12年コーホートの５年後（平成17年）、10年後（平成22年）、15年後（平成27年）、20

年後（令和２年）の推移を見ると、平成12年の10～14歳階層人口は10年後に約半分となりました

が、それ以降はほぼ横ばいとなっています。また、20歳以上の階層では、定着率が高いことを示し

ています（図８）。 

 

図６ 年齢階層別人口構成比の推移 

 

 

 

 

0～14 歳 

（ 全県 ） 
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図７ 過疎地域におけるコーホート人口増減率の推移 

 
 

図８ 過疎地域の平成12年コーホート人口の推移 

（％） 

（ 人 ） 
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エ 移住・定住 

本県の人口は社会減が続いており、10代後半から20代前半の女性の進学期・就職期の転出が顕著

になっています。 

県においては、これまで移住先としての魅力発信、移住やＵ・Ｉターン就職等相談窓口の充実、

各市町村の移住促進体制構築への支援等に取り組み、本県への移住者数は増加傾向にあります（図

９）。 

 

図９ 移住者数（人） 

※ 資料：商工労働観光部 

 

(3) 産業分野 

ア 就業人口 

過疎地域の就業人口は、昭和35年から令和２年までの間に約44.0％（約16万５千人）減少し、約

13.0％（約９万１千人）減少の県全体とは大きな差があります。 

産業別では、第１次産業の就業人口が約19万３千人減少したのに対して、第２次産業はほぼ同

数、第３次産業は約２万８千人の増加にとどまっており、第１次産業就労人口の減少が第２次、第

３次産業で吸収されていないことを示しています（資料４）。 

また、就業人口の構成比をみると、かつて過疎地域の中核的産業であった第１次産業が大きく減

少し、県全体と同様に第２次及び第３次産業へとシフトしており、農林水産業の担い手の不足が問

題となっています（図10）。 
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図10 産業別就業人口の増減状況及び構成比 

 

イ 市町村内総生産及び市町村民所得の状況 

過疎地域における市町村内総生産について、令和４年度は平成24年度に比較して約23％増加し

たものの、県全体の総生産額に占める割合は約34％にとどまっています（資料５）。 

また、過疎地域における人口一人当たりの市町村民所得は、平成23年度から令和２年度にかけ

て全県の水準に近付いたものの、新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、令和４年度時点でコ

ロナ禍前の水準とは開きがあります（図11、資料６）。 
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図11 人口一人当たりの市町村民所得 

参考：岩手県ふるさと振興部「市町村民経済計算」 

 

ウ 農林水産業 

農林水産業は、過疎地域における基幹的産業であり、その振興を図ることは地域産業の育成の面

からも重要です。 

しかし、少子化や第２次及び第３次産業へのシフトによる担い手の減少や高齢化などにより労

働力はさらに低下しています。また、経済のグローバル化に伴う農林水産物の海外からの輸入増加

と国内産地の競争激化、経済不況等による生産物価格の低迷から、農地など経営資源の減少も進行

しています。さらに、近年の海洋環境の変化に伴う主要魚種の極端な不漁など、新たな課題に直面

しています。 

一方、森林資源は本格的な利用期を迎え、木材需要も増加傾向にあるほか、水産業においては、

サケ・マス類の海面養殖等の新たな漁業・養殖業の取組が進められています。また、食料安全保障

への意識の高まり等を踏まえ、環境負荷を低減する持続的な生産活動のもとで、生産性・市場性が

高く、安全・安心で高品質な農林水産物を安定的に生産する産地づくりの取組が進められていま

す。 

加えて、生産者の加工・販売分野への進出や他産業との連携等が活発化しています。こうした中、

自然豊かな過疎地域のもつ国土の保全、水源の涵養などの多面的機能の重要性が注目されていま

す。 

さらに、グリーン・ツーリズムでは、農村生活体験を取り入れた教育旅行で本県を訪れる学校数

が増加傾向（R5：295校、R6：407校）にあり、都市と農山漁村との交流が一層進んでいます。 

 

エ 商業 

過疎地域では、事業所数及び従業員数が減少傾向にあります。 

年間販売額は、過疎地域、県全体とも増加から減少に転じていますが、近年、過疎地域では、従

業員数及び販売額が県全体と比較して大きく減少しており、格差が拡大しています。 
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過疎地域の事業所は、１事業所当たりの従業者数や年間販売額が県全体を下回っており、小規模

な事業所が中心となっています。そのため、人口の流出や、個性化・多様化する消費者ニーズに対

応することが困難であるため、今後も厳しい状況が続くものと見込まれます（資料７）。 

 

オ 企業誘致 

過疎地域は、首都圏からの交通アクセス等の立地環境に恵まれていないところが多いですが、昭

和30年以降の製造業を中心とした企業誘致数は伸びており、全県に対する割合は50％前後で推移

しており、増加率も県全体と同様の傾向を示しています。 

企業誘致は、就業の場の確保とともに、過疎地域の持続的発展に大きな役割を果たしており、今

後とも優良企業の立地を促進する必要があります（資料８）。 

 

カ 地場産業 

地場産業は、過疎地域における若年層の地元定着や技能を有する高齢者等の雇用を図る上で有

効な産業ですが、国内外の地域間競争が一層厳しさを増しているほか、ライフスタイルの変化等に

よる需要低迷により、様々な地場産業において、従事者の高齢化や担い手不足等の問題を抱えてい

ます。 

この問題解決に向けた売上の確保や、販路の拡大による持続的な事業維持及び成長が重要な課

題となっています。 

 

キ 情報通信産業 

少子高齢化が進展する過疎地域においては、地域に根付いたものづくり産業、農林水産業、観光、

商業などの幅広い産業において担い手の不足等が懸念されているほか、保健福祉分野など様々な

地域課題を抱えており、今後は情報通信産業と他産業との連携を促進し、過疎地域の産業の高度

化・高付加価値化や地域課題の解決へ向けたデジタル活用、地域内のデジタル人材の育成等に取り

組む必要があります。 

 

ク 観光産業 

過疎地域は、十和田八幡平国立公園や三陸復興国立公園をはじめ、山岳、海岸、温泉、渓流等の

自然を中心とした観光資源に恵まれています。 

観光入込客数は、震災前後の平成22年とコロナ禍前後の令和元年を比較すると、全県では上回っ

ているものの、過疎地域では若干下回っています。 

これは、東日本大震災津波の影響により落ち込んだ沿岸地域の観光入込客数が回復していない

ことによるものと考えられます。 

また、コロナ禍前後の令和元年と令和５年を比較すると、全県、過疎地域ともに下回っています。 

これは、コロナ禍により落ち込んだ過疎地域を含む県全体の観光入込客数が回復していないこ

とによるものと考えられます（資料９）。 
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(4) 生活関連分野 

ア 道路 

過疎地域の県道及び市町村道の整備水準は、改良率・舗装率ともに、県全体の数値を若干下回っ

ているものの、過疎対策事業債の充当等により向上しており、着実な成果を上げてきています（表

４）。 

 

表４ 道路の整備状況（単位％） 

区分 
過疎地域 全県 

H10 H20 H25 H30 R5 H10 H20 H25 H30 R5 

県道 
改良率 73.4 80.3 83.2 83.5 84.2 79.0 83.3 84.5 85.3 86.0 

舗装率 77.8 81.9 83.7 84.4 84.7 80.8 83.5 84.5 85.1 85.5 

市町村道 
改良率 50.4 55.8 57.6 59.4 60.7 50.0 57.1 58.9 60.4 61.6 

舗装率 48.0 54.3 55.7 57.7 58.9 47.4 55.3 57.2 58.7 59.9 

※資料：岩手県県土整備部道路環境課「岩手の道路現況」（各年度４月１日現在）  

 

イ 教育・文化 

過疎地域の教育施設等の整備は、各市町村において公共施設等総合管理計画の下、個別施設毎の

長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、より良い教育環境の整備を進めています。 

また、学校統廃合による廃校及び児童・生徒の減少による余裕教室等を利用した都市部住民等と

の地域間交流の取組が進んでいます。 

 

ウ 生活環境 

過疎地域の上水道や下水道などの生活環境の向上に資する施設の整備は、全般的に進んできて

いますが、汚水処理人口普及率については、全県との格差が年々縮小しているものの、過疎地域特

有の世帯の広域的な点在等により、未だ1.1倍以上の格差があります。 

今後、河川・湖沼の水質保全を図るとともに、快適で衛生的な生活や良好な居住環境を確保する

ことが課題となっています（資料10）。 

 

エ 医療 

過疎地域の医療提供については、依然として全県との格差がみられます。特に医師数について

は、県平均との格差に加え、地域偏在の問題や、産科や小児科などの特定診療科の医師不足が課題

となっています（資料11）。 

 

オ 高齢者福祉 

過疎地域においては、他の地域以上に高齢化が進行しているため、在宅サービスの充実や介護老

人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の整備に努めてきたところです。 

また、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和22（2040）年を見据え、過疎地域はもとより、各地
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域で医療、介護、予防、住まい及び日常生活の支援が切れ目なく提供される「地域包括ケアシステ

ム1」を構築し、それを深化・推進するための取組が行われています。 

しかし、地域によっては高齢者のためのサービス提供基盤が脆弱なところもあり、そのような地

域においては、地域の実情に応じた小規模で多機能なサービス提供拠点づくりや多様な主体によ

る生活支援サービスなどの資源開発、サービス提供主体間のネットワークづくりを進めることが

課題となっています。 

 

２ これまでの過疎対策の成果と課題 

(1) 概要 

本県では、過疎地域に対して過疎地域対策緊急措置法（昭和45年法律第31号）、過疎地域振興特別

措置法（昭和55年法律第19号）、過疎地域活性化特別措置法（平成２年法律第15号）、過疎地域自立

促進特別措置法及び過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）に基づ

き、これまでの54年間で約３兆7937億円を投資してきました。加えて、県道等の整備に係る市町村負

担金の免除や自治振興基金の貸付条件の配慮など県単独の支援策を講じ、積極的に過疎地域の振興

を図ってきたところです（表５）。 

 

表５ 過疎対策事業費 

区分 期間 県事業分 市町村事業分 合計 

①過疎地域対策緊急措置法 S45～S54 59,732 百万円 114,969 百万円 174,701 百万円 

②過疎地域振興特別措置法 S55～H1 189,400 百万円 229,390 百万円 418,790 百万円 

③過疎地域活性化特別措置法 H2～H11 357,326 百万円 439,039 百万円 796,365 百万円 

④過疎地域自立促進特別措置法 H12～R2 1,200,246 百万円 921,544 百万円 2,121,790 百万円 

⑤過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法 
R3～R5 114,518 百万円 167,580 百万円 282,098 百万円 

合計 1,921,222 百万円 1,872,522 百万円 3,793,744 百万円 

 

(2) 成果と課題 

これまでの過疎対策の結果、生活の基盤である公共施設等の整備が進み、地域資源を活用した産業

振興施策の推進や都市等との地域間交流事業の促進など地域活性化のための取組が行われ、移住・定

住促進、企業誘致、教育環境の整備、福祉・公共施設の維持・管理などの面で県民やＮＰＯ、企業・

団体などと行政が協働して、地域で支え合う様々な取組が展開されるなど、過疎対策は一定の成果を

上げてきたところです。 

しかし、担い手の減少・高齢化や、経済のグローバル化に伴う国内外の産地間競争の激化、雇用の

受け皿の流出、観光入込客数の伸び悩み、医師不足など、過疎地域をめぐる環境は一層厳しさを増し

ており、生活基盤にも格差が残されているなど、依然として多くの課題を抱えています。 

 
1  高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするた

め、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援を一体的に提供するシステム。 
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一方、過疎地域においては、食料、水及びエネルギーの安定的な供給、自然災害の発生の防止、生

物の多様性の確保、自然環境の保全、多様な生活様式・地域文化の継承、良好な景観の形成等の多面

にわたる機能を有しています。また、大規模な災害や感染症等による被害に関する危険が増大してい

る中、県土の均衡ある発展を図るため、過疎地域の担うべき役割は一層重要なものとなってきていま

す。 

このほか、広域的な視点に立ち、市町村が策定する市町村計画の着実な実現に向け、市町村の自主

性に配慮しつつ必要な支援を行うとともに、過疎対策の財源となる過疎対策事業債については、現下

の厳しい財政状況にあって、将来の社会資本整備のあり方を見据えた適切な事業の実施に加えて、過

疎地域の自立に向けたソフト事業（子育て支援、交通対策等）に活用するなど、戦略的な利活用が求

められます。 

また、新型コロナウイルス感染症により宿泊業や飲食業を中心に経済社会活動の各方面で影響を

受けましたが、一方で、コロナ禍を契機とした地方への関心の高まりやリモートワーク等の柔軟な働

き方の広がり等により、県外からの移住・定住者数は増加しています。 

本県は、豊かな自然環境、食べ物の美味しさなどの優れた基本条件や、農林水産業、ものづくり産

業、観光産業等の幅広い基幹産業を有しており、安全・安心して働き、暮らし、学ぶ環境が備わって

います。 

このような本県の良さを生かしながら、移住・定住の推進など、過疎地域の持続的な発展に向けた

取組を強化していくことが重要です。 
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１ 基本目標 

１ 基本目標 

 

２ 過疎対策の方向性 

(1) 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

 

(2) 産業の振興 

 

(3) 地域における情報化 

東日本大震災津波の経験に基づき、 

引き続き復興に取り組みながら、 

お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて 
 

基本目標（目指す姿） 

幸福を次世代に引き継ぎ、持続可能な岩手を創造する 

過疎地域のそれぞれの強みを伸ばし、弱みを克服しながら、魅力あふれる地域づくりを進める 

Ⅲ 過疎地域の持続的発展に向けた基本方向 

〇 岩手で暮らす魅力を高め、移住・定住を促進します 

〇 ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつ

くります 

〇 つながりや活力を感じられる地域コミュニティを守り育てます 

〇 幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します 

〇 地域に貢献する人材を育てます 

〇 意欲と能力のある経営体を育成し、農林水産業の振興を図ります   

〇 収益力の高い「食料・木材供給基地」をつくります  

〇 農林水産物の付加価値を高め、販路を広げます   

〇 一人ひとりに合った暮らし方ができる農山漁村をつくります 

〇 地域経済を支える中小企業の振興を図ります 

〇 国際競争力が高く、地域の産業・雇用に好循環をもたらすものづくり産業を盛んにします 

〇 地域資源を生かした魅力ある産業を盛んにします 

〇 地域経済に好循環をもたらす観光産業を盛んにします  

〇 ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつ

くります（再掲）  

 

〇 科学・情報技術を活用できる基盤を強化します 
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(4) 交通施設の整備、交通手段の確保  

 

(5) 生活環境の整備  

 

(6) 子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進 

 

(7) 医療の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 安全・安心を支える社会資本を整備します  

〇 産業や観光振興の基盤となる社会資本を整備します  

〇 生活を支える社会資本を良好に維持管理し、次世代に引き継ぎます 

〇 地域の暮らしを支える公共交通を守ります 

〇 快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります 

〇 自助、共助、公助による防災体制をつくります 

〇 循環型地域社会の形成を進めます 

〇 安全・安心を支える社会資本を整備します（再掲） 

〇 生活を支える社会資本を良好に維持管理し、次世代に引き継ぎます（再掲）  

〇 安心して子どもを生み育てられる環境をつくります 

〇 ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつ

くります（再掲）  

〇 介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活できる環境をつくります 

〇 性別や年齢、障がいの有無にかかわらず活躍できる社会をつくります 

〇 必要に応じた医療を受けることができる体制を充実します  

〇 生涯にわたり心身ともに健やかに生活できる環境をつくります  
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(8) 教育の振興 

 

(9) 集落の整備 

 

(10) 地域文化の振興 

 

(11) 再生可能エネルギーの利用推進及び自然環境の保全・再生 

 

 

 

〇 生涯を通じて学び続けられる場をつくります 

〇 地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学びを支えま

す 

〇 【知育】児童生徒の確かな学力を育みます   

〇 【徳育】児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます 

〇 【体育】児童生徒の健やかな体を育みます   

〇 共に学び、共に育つ特別支援教育を進めます  

〇 いじめ問題などに適切に対応し、一人ひとりがお互いを尊重する学校をつくります  

〇 児童生徒が安全に学ぶことができる教育環境の整備や教職員の資質の向上を進めます 

〇 多様なニーズに応じた特色ある私学教育を充実します 

〇 文化芸術・スポーツを担う人材を育てます 

〇 高等教育機関と連携した地域づくり・人づくりを進めます 

〇 つながりや活力を感じられる地域コミュニティを守り育てます（再掲） 

〇 幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します（再掲） 

〇 幅広い分野の文化芸術に親しみ、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を広げます 

〇 文化芸術・スポーツを担う人材を育てます（再掲） 

〇 文化芸術・スポーツを生かした地域をつくります 

〇 豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を広げます 

〇 地球温暖化防止に向け、脱炭素社会の形成を進めます 

〇 循環型地域社会の形成を進めます 

〇 生活を支える社会資本を良好に維持管理し、次世代に引き継ぎます（再掲） 

〇 多様で優れた環境を守り、次世代に引き継ぎます 
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３ 広域振興圏における過疎対策の方向性 

(1) 地域振興の基本的な考え方 

地域振興に当たっては、住民に身近なサービスは、市町村が担うことを基本としつつ、より広域的

な視点から、４広域振興圏の振興を進めるとともに、県民一人ひとりの幸福を守り育て、持続可能な

地域社会を築いていくため、各地域の特性を十分に踏まえた取組を進めていきます。 

特に、人口減少が進行している県北・沿岸圏域においては、優れた地域資源や新たな交通ネットワ

ークなどの社会資本を最大限に生かし、東日本大震災津波からの復興とその先の振興も見据えなが

ら、地域経済の基盤強化を進めていきます。また、山村・豪雪などの条件不利地域についても、引き

続きその振興を図っていきます。 

 

(2) 広域振興圏の振興 

人口減少・少子高齢化が進行する中、地域が置かれている状況や地域資源の特性をしっかりと捉

え、各圏域の持つ強みを伸ばし、弱みを克服する施策を講じることが必要です。 

このことから、県民、企業、ＮＰＯ、市町村、県など、地域社会を構成するあらゆる主体が、それ

ぞれの圏域が掲げる目指す姿を共有し、手を携えて、その実現に向けた取組を進めていくことが重要

となります。 

 

ア 県央広域振興圏（八幡平市、岩手町、葛巻町） 

圏域の面積は、県全域の概ね1/4、人口は1/3を超え、県全体の中核的な役割を担う地域であり、

盛岡市を中心に、企業をはじめ、主要な官公庁や、図書館・美術館などの教養文化施設等の都市機

能、大学・研究機関等の学術研究機能が集積しています。 

（ア）高度医療施設、多くの福祉・介護施設、高等教育機関、文化・スポーツ施設など暮らしに関わ

るサービスを提供するための都市機能が集積していることから、圏域の中心都市と近隣の市町

が、広域的に連携し合いながら、生活関連サービスの充実を図り、一人ひとりが快適で健やかに

暮らせる地域社会をつくります。 

（イ）県外からの移住・定住や外国人観光客の増加、岩手県における国際リニアコライダー（ＩＬＣ

2）の実現などによる県外・海外との交流の活発化が見込まれることから、来県する外国人をは

じめ、様々な文化や考え方を持った人々が地域社会に融和し、多様な文化が共生する地域を創造

するとともに、産業分野とも連動した東北の拠点にふさわしいまちづくりを進めます。 

（ウ）中核市3である県都盛岡市を中心に、主要な行政機関や金融機関等の民間事業所をはじめ、大

学・試験研究機関などの学術研究機能が集積していることから、産学官金連携の強化により、第

４次産業革命4など急速に変化する社会環境に適切に対応し、集積しているＩＴ産業やものづく

り産業の振興を図ります。 

 
2  International Linear Collider（国際リニアコライダー）の略。全長 20～50km の地下トンネルに建設される、電

子と陽電子を加速、衝突させ質量の起源や時空構造、宇宙誕生の謎の解明を目指す大規模施設。 
3  政令で指定された人口 20 万人以上の市。野犬の捕獲、飲食店の営業許可、障害者手帳の交付などの権限が認められ

る。 
4  人工知能（ＡＩ）やモノのインターネット（ＩｏＴ）、ロボットなどのＩＴ技術によって、製造業を中心に産業構造

を大きく転換しようとする動き。 
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（エ）盛岡・八幡平エリアなどの優れた観光資源や豊かな食材、県内有数のスポーツ施設を有するこ

となどから、これらの特色を生かした観光振興やスポーツツーリズム5を推進するとともに、北

東北の交通の結節点として経済活動を支える交通ネットワークの整備を進めます。 

（オ）米・園芸・畜産のバランスのとれた農業が展開されているほか、カラマツ6などの豊富な森林

資源を有することから、これらの特色を生かしながら、持続可能な農林業の振興を図ります。 

 

イ 県南広域振興圏（花巻市（うち旧大迫町、旧東和町）、遠野市、一関市、奥州市（うち旧江刺市、

旧衣川村）、西和賀町） 

圏域は、県内有数の農業地帯であるとともに、自動車や半導体関連など多数の企業が立地し、県

内工業製品出荷額の７割を占めるものづくり産業の集積地域であり、農業と工業のバランスを取

りながら、持続可能な雇用、産業振興が図られています。また、平泉の世界遺産や国際リニアコラ

イダー（ⅠＬＣ）の建設候補地を有し、国際化を展望したコミュニティ形成の取組が進められてい

ます。 

（ア）産業集積を背景とした働く世代の活躍が見込まれる地域であることから、より安心して子育て

できる環境や医療体制を整備するとともに、県南圏域が建設候補地となっている国際リニアコ

ライダー（ⅠＬＣ）の研究者等の多様な文化を持つ人々と地域住民が共に安心して暮らせる地域

コミュニティを形成し、一人ひとりがいきいきと暮らせる地域づくりを進めます。 

（イ）東北を代表するものづくり産業の集積が進んでいる地域であることから、より地域や岩手県

の経済をけん引できるよう、自動車関連産業、半導体関連産業、国際リニアコライダー（ⅠＬ

Ｃ）関連産業に対応できる企業の技術力と競争力の向上を図り、また、県内外からの人材の地

域企業への就職や地元定着を促進します。 

（ウ）世界遺産「平泉の文化遺産」に代表される歴史文化を伝える観光資源、もち食等の地域に伝わ

る食文化や「早池峰神楽7」等の民俗芸能など多様な地域資源を有することから、これらを生か

した魅力発信により、交流人口の拡大を図ります。 

（エ）農業においては、整備された農地を生かした水田農業や園芸経営などの規模拡大が進んでお

り、また、林業においては、大型合板工場などの木材の大口需要先が整備されている地域である

ことから、企業的経営体など地域をけん引する担い手のさらなる育成を図るとともに、先端技術

の導入などによる生産性向上や多様な主体による地域資源の高付加価値化の取組を促進し、収

益性の高い農林業を展開します。 

 

ウ 沿岸広域振興圏（宮古市、大船渡市、釜石市、陸前高田市、住田町、大槌町、山田町、岩泉町、

田野畑村） 

圏域は、歴史的に鉄鉱や石灰などの資源を生かした素材型のものづくり産業や、豊かな三陸の海

 
5  スポーツを目的とした旅行そのものに加え、多目的な旅行者に対する旅行先の地域でも主体的にスポーツに親しむ

ことのできる環境の整備、国際競技大会の招致・開催、合宿招致等を包含した、複合的でこれまでにない「豊かな旅

行スタイルの創造」を目指すもの。 
6  マツ科カラマツ属の落葉針葉樹。県内に広く植林されている。 
7  花巻市大迫町に伝わる民俗芸能の神楽。昭和 50 年（1975 年）の文化財保護法の改正によって制定された重要無形民

俗文化財の第１回の指定を受け、平成 21 年（2009 年）にユネスコの無形文化遺産に登録。 
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を生かした水産業、温暖な気候などの地域の特性を生かした農林業が脈々と受け継がれ発展して

います。 

沿岸部は、東日本大震災津波や平成28年台風第10号、令和元年台風第19号、令和７年大船渡市林

野火災により甚大な被害を受けており、これらの経験や復興の取組状況を踏まえ、防災文化を醸成

し、教訓の伝承や国内外への情報発信を推進するとともに、「安全」の確保、被災者の「こころの

ケア」や「暮らしの再建」、及び「なりわいの再生」をより一層力強く推し進める必要があります。 

（ア）世界的シェアを誇る精密機械関連産業の立地集積と、産学官連携などによる地域の資源を活用

した新たな産業の創出などを促進し、より競争力の高い産業の育成を図ります。 

（イ）工業製品等の物流拠点としての強みや、機能強化が図られた港湾、新たに整備された道路等の

交通ネットワークを生かし、世界とつながる拠点としての役割を果たしていきます。 

（ウ）世界有数の漁場等を生かした水産業、豊富な森林資源、比較的温暖な地域特性を生かした農林

業など、海洋環境の変化等の気候変動に対応しながら、圏域の基盤である農林水産業の維持発展

を図るとともに、高品質で安全・安心な農林水産物の高付加価値化を進め、「三陸ブランド」の

魅力向上を図ります。 

（エ）優れた自然景観や、これまで培われてきた産業風土、歴史文化などの地域資源を生かした企業

立地や観光振興などに取り組むとともに、安定した雇用の確保に努め、若年者の地元定着を図

り、定住・交流人口の拡大を進めます。 

（オ）津波、豪雨等の自然災害から住民生活を守る基盤整備を進めるとともに、防災意識の高揚を図

りながら、安全・安心して暮らせる災害に強い圏域の形成を進めます。 

（カ）地域ぐるみで人口減少対策や健康づくりの取組などを進め、地域の伝統文化やコミュニティを

大切にしながら、安心して健やかに暮らせる活力のある圏域の形成を進めます。 

（キ）引き続き復興事業に係る社会基盤の整備を進め、被災者のこころのケアや暮らしの再建、地域

経済を牽引する水産業をはじめとした地域産業の振興を図ります。 

 

エ 県北広域振興圏（久慈市（うち旧山形村）、二戸市、洋野町、軽米町、一戸町、普代村、野田村、

九戸村） 

圏域は本県の北に位置し、県央圏域や八戸圏域と接しており、豊富な再生可能エネルギー、御所

野遺跡や漆などの特色ある地域資源を有しているほか、全国有数のブロイラー産業やアパレル産

業が集積しています。 

夏期冷涼な気候や高標高地などの地域特性を生かした農業も盛んです。また、短角和牛の産地で

あり、ウニ・アワビ・ホヤなどの水産資源も有しています。 

沿岸部では、東日本大震災津波や台風災害を経験して得た教訓を生かし、安全・安心に暮らせる

地域社会づくりを推し進める必要があります。 

 

（ア）歴史的・文化的に深いつながりがある県央圏域や八戸圏域などと、生活圏の広域化に伴い、一

層結び付きが強くなっているほか、交通ネットワークの整備や世界遺産登録を通じた北海道や

北東北とのつながりを生かし、様々な面で一層の交流・連携を図りながら、地域の活性化を進め

ます。 
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（イ）東日本大震災津波や平成28年台風第10号及び令和元年台風第19号災害を経験して得た教訓を

生かし、災害から住民生活を守る基盤の整備や、地域住民の互助の精神を生かした様々なネット

ワークづくりにより、生涯を通じて健康で、安全・安心に暮らせる地域社会づくりを進めます。 

（ウ）再生可能エネルギーの高いポテンシャルを有する地域であることから、太陽光、風力、バイオ

マス8などの豊富な再生可能エネルギー資源を生かした地域づくりに取り組みます。 

（エ）多様な気候や地形、風土などを生かし、冷涼な気候に適したレタスやほうれんそう、豊富な森

林資源を活用したしいたけ、三陸の海が育むアワビ、ウニや天然ホヤなどが生産されているほ

か、全国有数の生産量を誇るブロイラー産業が集積していることから、海洋環境の変化や高温障

害などの気候変動に対応しながら、安全・安心で魅力的な農林水産物の生産と食産業の振興を図

ります。 

（オ）高い技術力を有するアパレル産業が集積していることから、アパレル産業をはじめとする事業

者のネットワーク活動を盛んにし、ものづくり産業の振興を図ります。 

（カ）三陸ジオパーク9などの豊かな自然環境、御所野遺跡や漆に代表される伝統に培われた歴史・

文化など、特色ある地域資源を有することから、これらを生かした定住・交流人口の拡大を図り

ます。 

 

(3) 広域振興圏や県の区域を越えた広域的な連携の強化 

グローバル化や人口減少・少子高齢化が進む中で、地域が持続的に発展していくためには、広域

振興圏や県域の区域を越えた連携のもとで、戦略的な取組を展開していく必要があります。  

このため、固有の地域特性や資源を持つ４広域振興圏内の様々な主体による連携に加え、各圏域

の間において、連携や相互補完の取組を一層強化し、産業振興や観光などの分野で相乗的な効果を

発揮していきます。  

また、歴史的・文化的なつながりを有する青森、秋田、宮城各県との県境地域においては、これ

まで築いてきた協力関係や機能の相互補完などをさらに発展させる取組を強化していきます。  

さらに、地域資源の相互活用やスケールメリットの発揮などにより地域全体の発展や共通課題

の解決を図るため、「北海道・北東北」や「東北全体」など、より広域的な連携を進めていきます。 

 
8  再生可能な生物由来の有機性資源で、化石資源を除いたもの。薪炭・稲わら・製材端材などの農林資源、古材など

の産業廃棄物、都市ごみ、し尿、畜産廃棄物などが含まれる。 
9  岩手県を中心に青森県八戸市から宮城県気仙沼市に至る３県 16 市町村で構成される日本最大級のジオパーク（地

域に親しみ、山や川をよく見てその成り立ちと仕組みに気付き、生態系や人間生活とのかかわりを考える場所。ま

た、そのような地球を学ぶ旅を楽しむ場所）。 
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１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

(1) 多様な人材の確保、育成 

移住希望者が岩手の魅力を知り、岩手で暮らしたくなるよう、移住後の暮らしのイメージの発信の

強化や首都圏での移住相談の充実により、将来の移住者となり得る岩手ファンを増やし、Ｕ・Ｉ タ

ーンを促進します。 

移住者が地域に溶け込み、活力のある地域コミュニティを築いていくことができるよう、官民が連

携した移住推進体制の強化や、地域で移住者を受け入れるサポート体制の整備など、安心して移住

し、活躍できる環境の整備を進めます。 

お互いに助け合い、活力が感じられる地域コミュニティを守り育てるため、地域活動に取り組む団

体に対する意識啓発やノウハウの提供により、地域コミュニティ活動を支える人材を育成します。 

 

(2) 移住及び定住の促進 

ア 東京圏から本県への移住と中小企業等の人材確保支援のため、求人・求職のマッチングサイト

「シゴトバクラシバいわて」の利用を促進するとともに、県の首都圏等相談窓口と市町村との連携

による移住者支援を実施します。 

イ 県内企業の人手不足に対応して、県内外からの人材確保や、企業の採用力強化を図るため、学生

へのＵ・Ｉターンに関する相談対応や職業紹介、インターシップへの支援等を実施します。 

ウ 県内の事業所で就業体験を行いながら、地域のお祭りやイベントに参加し、岩手の仕事と暮らし

の魅力を体験するふるさとワーキングホリデー10など、移住体験の取組を推進します。 

エ 移住希望者が各地域の魅力を知り、暮らしたくなるよう県の移住ポータルサイトやＳＮＳ11、情

報誌等による情報発信を行います。 

オ 地域活動等を担う人材の確保を促進するため、県の移住等相談窓口と移住先の市町村における

窓口となる「岩手県移住コーディネーター」との連携により、切れ目のない移住支援を実施しま

す。 

カ 本県への移住・定住を促進するため、県営住宅のストックを活用し、移住希望者や若者などが安

心して生活できる環境を提供するとともに、市町村と連携して、若者や移住者などの空き家住宅の

取得等に対する支援に取り組みます。 

 

(3) 地域間交流 

ア 首都圏で活動している在京コミュニティと連携した交流イベント等の実施や、関係人口12の優良

事例の普及啓発により、岩手ファン・関係人口の拡大を図ります。 

イ 県内外における先進事例の周知とともに、国の支援策を効果的に活用し、住民自らが地域課題に

 
10  都市部の住民が一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学びの場などを通じて地域での

暮らしを体感するもの。 
11  Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略。 

人と人との社会的な繋がりを維持・促進する様々な機能を提供する、会員制のオンラインサービス 
12  自分のお気に入りの地域に週末ごとに通ったり、頻繁に通わなくても何らかの形でその地域を応援したりするような

人たちの総称。 

Ⅳ 過疎地域の持続的発展のために実施すべき施策 
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取り組む地域運営組織や、「小さな拠点」の形成を促進します。 

ウ 東日本大震災津波を契機とした多様な主体との交流が継続されており、復興の取組を通じて生

まれた様々なつながりを生かした地域住民の交流機会の拡大や生きがいづくりの促進によって、

コミュニティの活性化を図ります。 

 

(4) 人材育成 

ア 市町村や地域コミュニティ団体を対象に地域づくりに関する先進事例を学ぶフォーラムやセミ

ナーを開催し、地域コミュニティ団体間の連携や交流を促進するとともに、市町村、ＮＰＯ・地域

づくり団体などと連携して、地域コミュニティ活動を支える人材の育成に取り組みます。 

イ 地域づくりの担い手としても期待される地域おこし協力隊員等が円滑に活動できるよう、（一

社）いわて地域おこし協力隊ネットワークや市町村との連携のもと、隊員の受入拡大やスキルアッ

プ、隊員間のネットワークづくりの支援などに取り組むとともに、起業や就業に関するセミナーの

開催、事業承継に関する情報提供などを行い地域への定着を図ります。 

 

２ 産業の振興 

(1) 産業振興の方針 

過疎地域においては、農林水産業が地域経済を支える重要な産業であることを踏まえ、生産活

動の振興や他産業との連携等を通じた所得向上と地域経済の活性化を図っていきます。このた

め、農業については、適地適作を基本に据え、安全・安心で高品質な農産物の生産拡大と、生産

性・市場性の高い産地づくりを進め、地域毎に個性ある農業の確立を図るとともに、地域農産物

を活用した加工品開発の促進等による高付加価値化や、農業・農村が持つ多面的機能の維持・発

揮が図られるよう支援します。林業については、木材の生産から加工・流通に至る県産木材の安

定供給体制の整備を進めるとともに、森林の持つ多面的な機能が高度に発揮され、将来にわたり

森林資源が持続的に利用されるよう、森林の整備・保全に努めます。また、原木しいたけ等の産

地再生を進めることにより特用林産の振興を図るほか、本県に豊富に賦存する木質バイオマス

資源の有効活用を促進します。さらに、水産業については、主要魚種の資源回復と新たな漁業・

養殖業の導入を図るため、サケ・マス類の海面養殖等の取組の拡大や資源管理型漁業を推進する

とともに、中核的な漁業経営体の育成、安全・安心で高品質な水産物の産地づくり、生産物の付

加価値向上、販路の拡大に向けた取組を促進します。 

また、若年者にとっても魅力ある雇用機会を創出し、地域経済の活性化を図るため、地域の生活者

や環境にも配慮しながら、農商工連携や６次産業化13の推進、企業間や異業種間、産学官の交流・連

携の活発化や、情報技術を活用した多彩なネットワーク、支援システムの整備、意欲と創造性にあふ

れた人材の育成・確保を図ることにより、地域の個性と資源を生かした総合的な取組を推進し、新し

い産業の創出と魅力ある地域づくりを促進します。 

さらに、観光産業については、商工業や農林水産業などに広く波及効果をもたらす総合産業とし

て、新しい雇用の創出や地域経済の活性化に貢献することが期待されており、復興道路等の新たなネ

 
13  農林水産業（１次産業）が、加工（２次産業）、流通・販売（３次産業）を取り入れ、経営の高度化・多角化を進め

る取組（１次、２次、３次のそれぞれの産業分野が密接に結びついた形態）。 
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ットワークや岩手ならではの地域資源を活用した高品質な旅行商品の開発や売込みを促進していき

ます。 

 

(2) 農林水産業の振興 

ア 農業 

過疎地域の特徴ある農業資源を活用し、地域毎に個性ある農業を確立するため、実需者と結びつ

いた特色ある米づくり、雑穀やいわて短角和牛等の地域資源を生かしたオンリーワン産地づくり

などを推進します。加えて、地域ぐるみで取り組む野生鳥獣被害の防止対策の取組を強化します。 

また、地域農業の担い手として、経営発展に果敢に挑戦する意欲と能力を持った経営体や、小規

模・兼業農家も参加した集落営農組織の育成をはじめ、新規就農者や農外企業など多様な担い手の

参入を促進します。 

さらに、地域の多彩な農林水産物を活用した６次産業化を推進するとともに、品質やおいしさ等

にこだわった県産農林水産物を積極的にＰＲし、ブランド化と国内外への販路拡大を図ります。 

（ア）県央広域振興圏（八幡平市、岩手町、葛巻町）は、実需者と結びついた特色ある米づくりを進

めるとともに、夏期冷涼な気象条件や広大な農地を生かした野菜・花きの生産拡大と高品質安定

生産によるブランド力の強化を推進します。 

また、畜産農家の規模拡大や省力化を図るため、畜舎や草地など生産基盤を整備するととも

に、コントラクター14などの外部支援組織の育成・強化を推進します。 

また、りんどうなどの農畜産物の輸出や、首都圏の加工・業務需要に対応した契約栽培の推進

など、多様な販売チャネルの開拓を促進します。 

さらに、乳製品やワイン、そば等の地域特産物の加工販売や６次産業化などによる高付加価値

化、豊富な地域資源を活用したグリーン・ツーリズムなどを促進します。 

（イ）県南広域振興圏（花巻市（うち旧大迫町、旧東和町）、遠野市、一関市、奥州市（うち旧江刺

市、旧衣川村）、西和賀町）は、仕向け先や用途別のニーズに対応した良食味米の安定生産や、

水田のフル活用による麦、大豆、飼料用米、雑穀の生産拡大を図るとともに、野菜、果樹、花き

などの園芸作物の生産拡大や、高付加価値化、契約取引の促進等による需要に応じたマーケット

イン15産地の育成、地域特性を生かした複合経営など、園芸産地力の強化に取り組みます。 

また、畜産農家の規模拡大を図るため、キャトルセンター16や公共牧場等の外部支援組織の強

化を推進するとともに、生産性の向上を図るため、情報通信技術（以下「ＩＣＴ」という。）の

導入定着や飼養管理方式の改善を推進します。 

さらに、地域資源（雑穀、山菜、桑、もち文化など）を活用した新産業の創出や、グリーン・

ツーリズム等の都市農村交流を通じた活力ある農村の形成を促進します。 

（ウ）沿岸広域振興圏（宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、住田町、大槌町、山田町、岩泉町、

 
14  労力や飼料生産機械に余裕のある飼料生産機械利用組合等が中心となり、近隣の畜産農家等の飼料生産を請け負う組

織。 
15  消費者、ユーザーの視点でマーケティング戦略を立て、消費者のニーズや動向に応える商品開発・販売をしようとす

る経営姿勢、または、それを実践すること。 
16  子牛（哺育・育成）や繁殖雌牛（分娩等）を集中管理するための共同利用施設。農家は、牛を一定期間まとめて施設

に預けることで肉用牛生産に係る労力を軽減するとともに、飼養頭数の増頭を図ることができるもの。 
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田野畑村）は、夏期冷涼冬春温暖な気候を生かした品目の組合せによる野菜（きゅうり、ピーマ

ン、トマト、いちご等）・花き（りんどう）の生産を拡大や、大規模な園芸施設の企業誘致によ

り、収益性の高い園芸産地の形成を推進するとともに、わさび、しそ等地域特産作物の契約取引

の拡大や、産直施設での直接販売、さらに、学校給食、観光施設など、多様な販売先に対応した

生産体制づくりを推進します。 

また、畜産農家の規模拡大や生産性向上を図るため、牛舎などの施設整備や飼養管理技術の改

善指導に取り組むとともに、粗飼料の安定確保や省力化に向け、公共牧場の効率的利用やコント

ラクターの機能強化を推進します。 

（エ）県北広域振興圏（久慈市（うち旧山形村）、二戸市、軽米町、洋野町、一戸町、普代村、野田

村、九戸村）は、夏期冷涼な気候や高標高地などの地域特性を生かし、ほうれんそうや菌床しい

たけなどの施設型園芸作物や、レタス等の土地利用型野菜の生産拡大を推進します。 

また、畜産農家の省力化を図るため、ＴＭＲセンター17などの外部支援組織の体制強化を推進

するとともに、生産性向上を図るため、発情発見装置等のＩＣＴの導入を推進します。 

また、雑穀、ホップ、葉たばこ、ヤマブドウ等の地域特産作物等については、需要に対応した

高品質生産、加工による高付加価値化を推進します。 

 

イ 林業 

過疎地域における豊かな森林資源を基盤に、生産体制、加工・流通体制の整備を行うとともに、

担い手対策推進のため、森林組合等林業経営体の技術力・経営力の向上と林業従事者の確保・育成

を図ります。 

また、将来にわたり森林資源が持続的に循環利用され、森林の有する公益的機能が十分に発

揮されるよう、地域が一体となって計画的な森林の整備・保全を図るほか、放射性物質の影響

が続く原木しいたけ産地の再生を進めるとともに、特用林産物の主産地化、保健休養の場の提

供、木質バイオマスエネルギーの活用など、森林資源の総合的な利用を促進します。 

（ア）県央広域振興圏（八幡平市、岩手町、葛巻町）では、健全な森林の整備・保全のため、低コス

ト林業の促進や意欲と能力のある林業経営体の活動支援を行うほか、森林資源の循環利用の促

進に向け、森林整備やカラマツ等の地域材の利用拡大、木材流通体制の整備や木質バイオマスの

利用を促進するとともに、原木しいたけ産地の再生に向け、原木の安定確保、担い手の育成や販

路の拡大を促進します。 

（イ）県南広域振興圏（花巻市（うち旧大迫町、旧東和町）、遠野市、一関市、奥州市（うち旧江刺

市、旧衣川村）、西和賀町）では、持続可能な林業を推進するため、森林経営の担い手となる意

欲と能力のある林業経営体の経営力・技術力の向上を支援するとともに、森林施業の集約化18や

低コスト作業路網の整備、高性能林業機械の導入など、低コストな利用間伐を促進します。さら

に、地域材利用拡大のための生産、流通、販売が一体となった木材供給体制の整備を促進すると

ともに、木質バイオマスの利用を促進するほか、森林経営の複合部門として、原木しいたけ産地

 
17  粗飼料と濃厚飼料等を適切な割合で混合し、乳牛の養分要求量に合うように調製した飼料（ＴＭＲ：Total Mixed 

Rations）を地域の酪農家に供給する組織。 
18  森林を育成するために行う造林、下刈り、間伐などの作業や森林作業路の開設を効率的に行うため、隣接する複数の

所有者の森林を取りまとめること。 
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の再生に向け、特用林産物の生産拡大を促進します。 

（ウ）沿岸広域振興圏（宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市、住田町、大槌町、山田町、岩泉町、

田野畑村）では、意欲と能力のある林業経営体等を中心とした高性能林業機械の導入等による低

コスト素材生産の促進や、木材製品の安定的な供給体制の構築に向けた地域の林業関連産業の

事業間連携強化を支援するとともに、林地残材等の未利用木質資源の有効活用を図ります。 

また、原木しいたけなどの特用林産物について、産地の再生を進めるとともに、品質向上及び

効率的な生産に向けた取組を支援します。 

（エ）県北広域振興圏（久慈市（うち旧山形村）、二戸市、軽米町、洋野町、一戸町、普代村、野田

村、九戸村）では、意欲と能力のある林業経営体の組織強化や、地域材を安定的に供給する体制

づくりを進めるほか、アカマツ19、しいたけ、木炭、漆といった国内有数の産地を誇る林産物の

販路拡大と生産技術の向上を図るとともに、安定生産・安定供給に向けた取組を支援します。 

 

ウ 水産業 

過疎地域における漁業の生産基盤整備を推進するとともに、生産性や付加価値の向上等により、

生産量の維持・増大と所得の安定・向上を図るほか、消費者に安全・安心な水産物を提供していく

ための取組を推進します。 

また、「いわて水産アカデミー」における人材育成や漁業者の経営力の向上等により、次代を担

う新規漁業就業者の確保と生産性・収益性の高い中核的漁業経営体の育成を図ります。 

 

（ア）沿岸漁業 

「いわて水産アカデミー」における知識や技術の習得支援により新規漁業就業者の確保・育成

を進めるとともに、作業の省力化・効率化など漁業者の経営力の向上等により、生産性・収益性

の高い漁業経営体の育成を図ります。 

また、漁村地域の活性化に向けて漁家女性等の活動を促進します。 

主要魚種の資源回復と新たな漁業・養殖業の導入を図るため、サケやアワビ等の水産資源の造

成・保護培養や漁場整備に加え、サケ・マス類の海面養殖やウニの蓄養など、新たな漁業・養殖

業の取組を推進するとともに、クロマグロ、サンマ、スルメイカ等の適切な資源管理に取り組み、

資源管理型漁業を推進します。 

秋サケの回帰率の向上を図るため、海洋環境の変化に強い種苗の生産技術の開発と現場実装

を推進し、大型で強靱な稚魚の生産と適期の放流に取り組みます。 

養殖生産量の維持・増大を図るため、漁業協同組合の自営養殖や漁船漁業者の養殖業への新規

参入などを促進するとともに、ワカメやアサリ等の人工種苗を活用した養殖技術や、安定的な種

苗生産・供給に関する技術の開発・普及等を推進します。 

漁港・漁場については、老朽化が進む漁港の機能保全を図りながら、漁船の安全係留や効率的

な水産物流通・生産体制の構築に資するための防波堤、岸壁等の整備を計画的に実施するととも

に、アワビ等の水産資源の回復・増大に向けた藻場の造成などを推進します。 

 
19  マツ科マツ属の常緑針葉樹。岩手県は日本一のアカマツ産地。県内ではナンブアカマツと呼ばれ「岩手県の木」とさ

れている。 
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安全・安心な産地づくりに向け、漁獲から流通・加工までの一貫した衛生品質管理体制の構築

や貝毒対策等を推進します。 

水産物の付加価値向上と販路拡大に向け、関係機関と連携しながら水揚量が増加しているマ

イワシ、サワラ、ブリ等の魚種や養殖魚を有効利用した商品開発や販路開拓を支援します。 

活力ある漁村を形成するため、漁業集落排水施設などの生活環境基盤施設の整備を促進する

とともに、漁業体験活動など、地域の水産物や漁港施設を活用して漁村の活性化を図る海業の取

組を推進します。 

 

（イ）内水面漁業 

内水面漁業の有する水産物の供給の機能及び多面的機能が適切にかつ十分に発揮され、将来

にわたって県民がその恩恵を享受できるようにするため、種苗の放流と自然再生産を組み合わ

せた効率的な増殖と漁場の管理、特定外来生物や鳥類等の食害生物対策を実施し、内水面水産資

源の回復に関する取組等を推進します。 

 

(3) 地場産業の振興 

国内外の地域間競争が一層厳しさを増し、様々な地場産業において担い手の減少や高齢化が顕在

化していく中にあって、豊富な一次産品や固有の技術等を地域の資源として最大限活用しつつ、異業

種連携や農商工連携など新たな視点による新商品開発や取引拡大を促進し、付加価値の高い地場産

業の育成・創造・集積を図っていきます。 

ア 地域資源を生かした産業育成や地域自らが提案する先進性・独創性のある経済振興策の実施等、

特色ある地域づくりを推進し、地場企業の事業機会の増大を図ります。 

イ 多様化する市場ニーズや経済環境の変化に的確に対応した企業経営を促進するため、企画開発

力の強化や資金調達の円滑化、経営人材の育成等を推進するとともに、工程改善等を推進し産業競

争力を強化します。 

ウ ライフスタイルの変化や多様な消費者ニーズに対応したデザイン開発や新商品開発等、新規需

要開拓に向けた取組を促進するとともに、６次産業化や農商工連携の取組など、収益力強化とビジ

ネスの拡大をめざす体制づくりを促進します。 

エ 暮らしを彩る県産品や、その魅力を生かした新たなライフスタイルについて、物産展等を通じて

情報発信を行い、新たな購買層の開拓に取り組むとともに、県産品の付加価値向上を促進します。 

 

(4) 企業の誘致 

過疎地域において、多様な雇用機会を創出するとともに、地域産業の活性化を図るため、経済波及

効果が高く、地域と調和的に発展しようとする優良企業の誘致を促進します。 

ア 豊富な農林水産資源を活用した高付加価値な食品等を開発製造する企業の誘致を推進するとと

もに、立地企業の研究シーズの活用等による産学官連携を推進し、研究開発型企業の誘致を推進し

ます。 

イ 情報通信基盤の整備、物流の効率化に向けた交通アクセス等の機能強化など、企業誘導に向けた

立地環境の整備を促進します。 
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ウ インターネット等の活用により企業誘致に関する情報の受発信機能を強化するとともに、企業

誘致に携わる人材の資質向上に努める等、企業誘致活動の強化を図ります。 

エ 企業の誘致に当たっては、地域未来投資促進法、地域再生法、特定区域における産業の活性化に

関する条例、岩手県企業立地促進奨励事業費補助金等の各種優遇制度を活用するとともに、自然環

境や地域住民の生活環境に十分配慮します。 

 

(5) 起業の促進 

若者の起業マインドの醸成を図るための取組を大学や商工指導団体と連携して行うとともに、産

業競争力強化法に基づく市町村の取組や、県内の商工指導団体、金融機関、産業支援機関、高等教育

機関、市町村、県等で組織する「いわてスタートアップ推進プラットフォーム」の活動等を通じて、

若者をはじめとする起業者を育成していきます。 

ア 産業競争力強化法に基づき市町村が行う起業家への支援体制を強化するため、市町村の計画策

定に対する支援等を通じ創業支援の取組を促進します。 

イ 「いわてスタートアップ推進プラットフォーム」を核として、起業のステージやパターンに適し

たプログラムの提供等を通して起業支援を強化します。 

ウ 若者の起業マインドの醸成や経営能力の向上を図るための取組を大学や商工指導団体等と連携

して行います。 

エ 創業計画の策定段階から創業した後も継続して、資金面をはじめとした支援を行います。 

 

(6) 商業の振興 

商圏人口の減少や、個店の魅力の低下といった商店街の課題を解決し、地域住民の生活の利便性を

高めていくため、商業・サービス業者の生産性の向上などの取組、まちのにぎわい創出の取組を促進

するとともに、東日本大震災津波で被災した沿岸地域の新たなまちづくりと連動し商店街を核とし

たにぎわいの創出を図ります。 

ア 付加価値の高い商品・サービスの開発や労働生産性の向上を実現するため、デジタル技術の積極

的な活用を図る商業・サービス業者の取組を支援します。 

イ 社会経済環境の変化に的確に対応し、生産性の向上や新分野への進出、新商品の開発など新たな

事業活動に取り組む事業者に対し、「経営革新計画」の策定段階から、事業実施、目標達成までを

一貫して支援します。 

ウ 医療・福祉、教育、都市計画、地域交通など、商業以外の分野との協調・連携による新たなまち

づくりの方向性を提案し、商店街の再生及び商店街に立地する商業・サービス業者のビジネスチャ

ンス拡大につなげます。 

エ 地域や業界が抱える課題の解決を図るため、中小企業者が相互の連携により共同して行う事業

活動を促進します。 

オ 市町村、商工指導団体、商店街組織等と連携して、被災沿岸地域に新たに整備された大型商業施

設等を拠点としたにぎわい創出や魅力創造に取り組みます。 

 

(7) 情報通信産業の振興 
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ＩＴ産業は、多様な雇用の受け皿であるとともに、あらゆる産業や生活分野の高度化・高付加価値

化に寄与する側面を持ち、本県の発展に向けて、成長が期待される産業であることから、「いわてＩ

Ｔ産業成長戦略」に基づき、ＩＴ産業の振興を図ります。 

ア 産学行政の連携強化による取引拡大・新製品開発の推進に向けて、県内ＩＴ企業の取引拡大や新

製品・サービス開発、地域課題解決に向けたプロジェクトや実証実験等の創出に取り組むととも

に、ＩＴ産業と他産業の連携を促進し、県内産業の高度化・高付加価値化を推進します。 

イ 多様なＩＴ企業の集積を促進するため、県内産業の高度化や県内就業の促進など地域に波及効

果をもたらすＩＴ企業の戦略的誘致に取り組むとともに、観光や移住施策等との連動したテレワ

ークやワーケーション等の多様な誘致の検討やＩＴ分野の起業・創業の促進に取り組みます。 

ウ 高度ＩＴ人材の育成・確保・定着に向けて、各ステージに応じたＩＴ産業・企業への理解醸成・

興味喚起の促進、ＩＴ人材の県内定着及びＵ・Ｉターンの促進、高度ＩＴ人材の育成に取り組みま

す。 

 

(8) 観光産業の振興 

みちのく岩手観光立県基本条例に基づき、観光を核として、あらゆる分野の産業が相互に結びつ

き、地域の魅力を総合的に発揮していくことにより、新たな需要を生み出し、雇用の創出や地域経済

の活性化を図ります。 

ア 豊かな自然や優れた文化資源等の魅力を享受しながら、ジオパークなど知的関心や興味を充足

させる志向の高まりをとらえた観光や、震災学習など地域固有の題材に着目した新しい観光の創

造と演出を促進します。 

イ 農林水産業、伝統工芸産業等の産業活動や地域の生活文化等を広く観光資源としてとらえ、その

生産活動の体験や魅力の演出により、新たな観光産業の創造を推進します。地域に開かれた観光の

振興を図るため、地域産業との連携を深めながら、観光産業、住民及び行政が「オール岩手」とな

って多彩な魅力を発揮していくような、地域の主体性ある観光地づくりと「おもてなし向上」を一

層推進します。 

ウ 地域の特性を生かした観光関連施設、宿泊や体験交流機能を持つグリーン・ツーリズムの受入拠

点施設等の整備を促進するとともに、宿泊・観光施設等の受入環境の整備を促進し、多様な旅行者

ニーズが満たされる観光拠点づくりを進めます。 

また、高齢者や障がい者、外国人等を含めた全ての観光客が、安心して旅行を楽しむことができ

る環境の充実を図ります。 

エ 売れる観光地をつくるための観光産業を担う人材育成や観光地域づくり法人などの観光地づく

りを推進する組織の整備と活動を促進します。 

オ 一定の広さの観光エリア内に立地する各観光資源相互の有機的連携を強化し、滞在型・交流型観

光の促進を図るとともに、地域における観光情報発信ツールの充実や住民との交流機会の増大等、

受入態勢の整備を促進します。 

また、子どもや高齢者、障がい者など、幅広い層の方々が参加できるよう、特色ある体験型観光

の開発を支援します。 

カ 観光客の幅広いニーズに対応し、きめ細やかな観光情報をタイムリーに提供できるよう、情報発
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信機能の強化を図ります。 

３ 地域における情報化 

(1) 地域における情報化の方針 

本県では、人口減少や少子高齢化により、労働力不足など様々な課題が深刻化することが懸念され

ており、持続可能な社会を実現するために、デジタル技術を活用した取組を更に推進する必要があり

ます。 

このため、デジタル専門人材等を派遣することや、人工知能（ＡＩ）、ＲＰＡを活用した生産性向

上や業務改善などの先進的な利活用事例を普及、導入促進することにより、市町村や企業等の取組を

支援します。 

さらに、最新のデジタル技術の利活用事例を紹介するフェアの開催等による県民や企業等への普

及啓発を行うとともに、大学等と連携した産業人材育成に向けたセミナー、研修会等の開催によりデ

ジタル人材を育成する取組を推進します。 

また、広い県土を有する本県では、デジタル実装を支える６Ｇなど、ＤＸを推進するための基盤の

整備及び過疎地域や中山間地域などの条件不利地域において課題となっている地上デジタル放送の

難視聴地域の解消等に向けた市町村の取組を支援していく必要があります。 

こうした取組を通じて、本県におけるデジタル化・ＤＸの推進を図っていきます。 

 

(2) 情報通信基盤の整備 

携帯電話に代表される移動通信システムや光ファイバなどの情報通信基盤の整備率は向上しまし

たが、過疎地域や中山間地域などの条件不利地域においては、採算面から整備が遅れていることか

ら、引き続き市町村等と連携し、県民の生活や産業経済活動に欠かせない情報通信基盤の整備を促進

し、地域間のデジタルデバイドの解消を図ります。 

 

(3) 情報化の推進 

ア 本県における地域の課題や特性、住民のニーズを考慮しながら、新たな技術の活用も含め、医

療、介護、子育て、健康づくりなど住民に身近な分野においてデジタル技術を有効に活用し、持続

可能な社会を実現するとともに、県民の利便性の向上を図ります。 

イ ＩｏＴやＡＩなど最新のデジタル技術を効果的に活用し、地域課題の解決や生産性の向上につ

なげることができる人材を育成します。 

ウ ＩｏＴやＡＩの時代においても、年齢や障がいの有無等に関わらず、県民の誰もが、身近になっ

たインターネットを十分に活用しながら新しい技術にも対応できるよう、デジタル技術に関する

知識や経験を共有できる場づくりなど、デジタルリテラシーの向上に向けて取り組みます。 

エ 積極的なデジタル技術の利活用による行政事務の効率化や住民サービスの向上など、行政のデ

ジタル化・ＤＸ推進に向けた取組を推進します。 

 

４ 交通施設の整備、交通手段の確保 

(1) 交通施設の整備、交通手段の確保の方針 

交通施設の整備や交通手段の確保は、県民生活や産業経済活動、地域間の交流・連携等を支えるも
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のであり、特に、高速交通網等を媒介とした全国各地との人・モノ・情報の交流の促進や、県内各広

域振興圏あるいは広域振興圏内中心都市との一層の結びつきの強化や日常生活の利便性の向上を図

るうえでも欠かせないことから、交通施設の整備や交通手段の確保は重要な地域振興施策です。 

このため、県は、東北横断自動車道釜石秋田線や三陸沿岸道路をはじめとする高規格道路等へのア

クセス道路の整備や国道、県道などから形成される幹線道路網の一翼を担う重要な市町村道を県代

行制度等の活用を図り整備を進めます。 

また、地域の産業振興や安全で安心な暮らしを支える道路の整備を進めるとともに、日常の生活や

経済活動を支える市町村道の整備を進めます。加えて、農業、林業及び水産業の振興上重要な農道、

林道及び漁港関連道の整備を図るとともに、積雪寒冷地における道路除雪に必要な堆雪幅を確保し

た道路整備や防雪施設の整備、適切な除排雪に努め、冬期道路交通の安全確保を図ります。 

地方バス路線や三陸鉄道、ＩＧＲいわて銀河鉄道、ＪＲ東日本のローカル線などの地域公共交通の

維持・確保を図り、いわゆる交通弱者をはじめとする利用者の利便性を確保するよう取り組みます。 

 

(2) 国道、県道及び市町村道の整備  

ア 県は、過疎地域における国道（指定区間外）及び県道の整備推進を図り、特に、県北・沿岸地域

と内陸地域との交流を促進する観点から、高速交通ネットワークの整備促進、冬季における安全で

安心な道路環境の確保など、広域交流を支え、地域の活性化に資する国・県道の重点的な整備を進

めます。 

イ 県は、主要集落相互間や、主要集落と主要公益的施設又は主要な生産施設を連絡する等の基幹的

市町村道のうち、事業の緊急性や必要性、事業規模等を勘案して、国土交通大臣が指定するものに

ついて、市町村に代わってその整備を行います。 

また、上記以外の市町村道について、市町村が国及び県と連携を図りながらその整備を行いま

す。 

 

(3) 農道、林道及び漁港関連道の整備 

県は、農業、林業及び水産業の振興上重要な農道、林道及び漁港関連道の整備に努めるほか、特に

基幹的な農道、林道及び漁港関連道として農林水産大臣が指定するものについてその整備を行いま

す。 

市町村は、上記以外の農道、林道及び漁港関連道について、過疎地域において優遇措置を活用して

農道、林道及び漁港関連道整備に努めます。 

 

(4) 交通確保対策 

地域における県民の暮らしを支える公共交通が維持・確保されるよう、県は市町村と協力しなが

ら、広域的なバス路線や三陸鉄道、ＩＧＲいわて銀河鉄道の経営改善や利便性向上等の取組に対する

支援、公共交通の利用促進に努めるとともに、市町村による住民のニーズに対応した持続可能な公共

交通ネットワーク構築に対する支援に取り組みます。 

市町村は、地域の実情に応じた交通体系構築の取組を図ります。 
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５ 生活環境の整備 

(1) 生活環境の整備の方針 

近年、本格的な少子高齢化の深刻化、ライフスタイルの多様化、安全・安心な暮らしへの意識の高

まり等を背景に、暮らしを取り巻く環境が大きく変化しており、過疎地域において人口の定住や都市

住民等との交流の促進を図っていくためには、多様な暮らしのニーズに応える快適な生活環境の整

備を図ることが重要となってきています。 

このため、県は、既存施設の配置状況や広域振興圏内における施設の設置に留意しながら、水道施

設、下水道等の生活排水処理施設及び廃棄物処理施設など、生活環境向上に資する施設の総合的な整

備を図り、過疎地域以外の地域との整備水準の格差是正に努めます。また、特に広域的な見地から設

置される公共下水道については、県代行制度によりその整備を行います。 

 

(2) 生活環境の向上に資する施設の整備  

ア 水道施設の整備 

県は、「新いわて水道ビジョン」(令和元年10月策定)の基本理念「生活を支え続ける、災害に強

く、安全・安心な『いわての水道』」の実現に向け、市町村の適切な資産管理や施設耐震化を支援

します。併せて、水道事業の広域連携の推進等により、水道事業の経営基盤の強化を図ります。 

市町村は、地域の実情に合わせて課題の解決に向けた積極的な取組を推進し、水道の持続・安

全・強靭の確保を図ります。 

 

イ 生活排水処理施設の整備 

県は、市町村が管理する公共下水道の規模等を勘案し、市町村の申請に基づいて国土交通大臣が

指定する幹線管渠、終末処理場及びポンプ施設の整備を行うほか、市町村の生活排水対策を支援し

ます。 

市町村は、全県域に効率的かつ適正な整備を進めるため県が策定した構想を基に、地域の実情に

応じて、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設及び漁業集落排水施設の整備等

に努めるほか、浄化槽の整備等を推進します。 

また、公共下水道等の終末処理施設等の維持管理について、広域的な共同管理等、効率的な管理

体制、施設の整備に努めます。 

 

ウ 廃棄物処理施設 

「ごみ処理広域化計画」に基づき、廃棄物の減量化、資源化や再生利用を促進し、施設の長寿命

化・延命化を図るとともに、周辺の環境保全対策や地球温暖化防止に配慮しながら、広域的視点に

立って、安全かつ適正な一般廃棄物処理施設の整備・確保を図ります。 

 

(3) 消防・救急体制の整備 

地球温暖化などによる自然環境の変化や地域生活環境の変化等による災害の多様化・複雑化や、救

急業務の高度化への対応など、消防・救急を取り巻く環境は大きく変化してきているため、広域的な
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救急体制の確立や消防の対応力の充実・強化を図っていく必要があります。 

このため、各市町村及び消防本部においては、消防職員の資質向上、消防団員の充足率向上及び自

主防災組織の育成強化を推進するとともに、消防ポンプ自動車や消防水利施設の整備など基礎的消

防力の更なる強化に努めます。 

また、消防本部における高規格救急自動車の整備や救急救命士の養成・教育を計画的に進めるなど

救急体制の強化を促進します。 

 

(4) 住宅の整備 

公営住宅にあっては、ユニバーサルデザインに対応した、安全性確保・居住性向上・福祉対応・躯

体や設備の長寿命化に資する改善事業を実施します。 

また、空き家の活用や流通を促進した移住・定住の住まいの確保の取組を推進します。 

 

(5) 防災施設の整備等 

地震や津波、洪水、土砂災害などから、県民の生命・財産を守り、安全で安心な暮らしを確保する

ため、津波防災施設や治水施設、治山施設、砂防施設等の防災施設の整備を推進します。 

また、洪水浸水想定区域20や土砂災害警戒区域21等の指定を推進し、警戒避難体制の強化及び防災

意識の向上を図るとともに、県民が不測の事態に対応して自ら適切な判断や行動が行えるよう、県民

に分かりやすい雨量、水位情報等の周知体制の充実に向けたソフト対策を推進します。 

 

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進 

(1) 子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進の方針 

過疎地域においても、子育て中の親やこれから親になる若者が安心して家庭を持ち、子どもを生み

育てていくことができるよう子育て環境の確保を目指します。 

また、身近な地域で、年齢や性別、心身の障がいの有無に関わらず、お互いの個性や尊厳を認め合

い、必要な福祉サービス等を利用しながら住民相互の支え合いなどにより、安心して生活できる福祉

コミュニティの確立を目指します。 

その実現を図るために、結婚、妊娠・出産子育て、仕事などの将来のライフイベントについて考え

てもらうための機会を提供するとともに、家庭や子育て対策として、安全・安心な出産環境の充実、

保育サービス等の充実や子育て支援などの取組のほか、地域の高齢者や障がい者など一人ひとりの

ニーズに応じた医療・介護・福祉サービス提供の仕組みづくりや、住まいや就労の場の確保、多様な

福祉活動の担い手となる福祉を支える人づくりなどを、市町村、地域住民、団体等と連携して進めま

す。 

 

(2) 子育て環境の確保 

ア 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりの推進 

 
20  想定しうる最大規模の降雨により河川の氾濫が発生した場合に、浸水が想定される区域として国土交通大臣または都

道府県知事が指定した区域。 
21  急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民の生命、身体に危険が生じるおそれがあると認められる地域。 
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結婚したいと願う県民の希望をかなえるため、県、市町村、民間団体等が連携して“いきいき岩

手”結婚サポートセンターを設置・運営し、入会促進の取組などにより新規会員を確保するととも

に、ＡＩを活用したマッチング支援の強化に取り組むほか、男性の家事や育児に関わる意識の醸成

を図り、性別にかかわらず家事や育児に取り組む環境づくりを促進します。 

 

イ 安全・安心な出産環境の整備 

安全・安心な出産環境の確保を図るため、周産期医療22体制の整備を進めるとともに、インター

ネットを活用し、医療機関と市町村が妊産婦の健診情報・診療情報を共有することにより、母体搬

送への活用や妊産婦の保健指導の充実を図ります。 

 

ウ 子育て家庭への支援 

市町村と連携し、ニーズに応じた保育の受け皿整備や、放課後児童クラブ をはじめとする地域

子ども・子育て支援事業の実施を支援するほか、保育士や放課後児童支援員等の人材確保に努める

など、子ども・子育て支援の充実を図ります。 

 

(3) 高齢者等の保健、福祉の向上及び増進を図るための対策 

 ア 互いに認め合い、共に支えあう福祉コミュニティづくりの推進 

市町村、社会福祉協議会等の関係団体と連携し、地域の多様な福祉ニーズに対応する地域福祉活

動コーディネーターや、地域福祉活動の担い手となる福祉ボランティアを育成するほか、民生委

員・児童委員の担い手確保と活動の充実・強化や、近隣住民等による普段からの見守りや声がけな

ど住民相互に支え合う支援体制づくりを促進します。 

 

イ みんなが安心して暮らせるセーフティネットの整備 

生活困窮者自立相談支援機関を中核とした地域における関係機関等の連携体制を強化し、相談

支援や就労支援など生活困窮者に対する包括的支援の充実を図るほか、高齢者や障がい者等の判

断能力や生活状況を踏まえた権利擁護を行うため、市町村や社会福祉協議会等と連携し、成年後見

制度や日常生活自立支援事業など各地域における支援体制の強化を促進します。 

また、災害発生時に高齢者や障がい者などの避難行動要支援者への避難支援が迅速かつ的確に

行われるよう、市町村における個別避難計画や要配慮者利用施設における避難確保計画の作成を

支援するほか、災害時に備え、災害派遣福祉チームの派遣体制の強化や防災ボランティアの受入体

制の構築などを進めます。 

 

ウ 地域包括ケアのまちづくり 

高齢化の進行に伴い増加が見込まれる一人暮らしの高齢者の孤立を防ぐとともに、介護や生活

支援等が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、保険者機能の強化

を図り、医療、介護、予防、住まい及び日常生活の支援が一体的に提供される地域包括ケアシステ

 
22  周産期（妊娠満 22 週から出生後満７日未満の期間をいう）前後における医療。母体や胎児、新生児の生命に関わる

様々なトラブルへの可能性に対応した産科、小児科の協力による総合的な医療体制が求められる。 
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ムの更なる深化・推進に向けた市町村の取組を促進します。 

 

エ 介護を要する高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる環境の整備 

居宅サービスや地域密着型サービス23の提供体制の充実を支援するとともに、介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）の計画的な整備を促進します。 

また、安心して地域で暮らすことができるよう、高齢者の多様なニーズに応える住まいの充実を

図るとともに、住宅のバリアフリー化を促進します。 

 

オ 障がい者が安心して生活できる環境の整備 

グループホーム24等の住まいの場を確保するとともに、訪問系サービスや日中活動系サービス等

の基盤整備を、市町村や事業所と連携しながら進めるほか、障がい者のニーズに応じた適切なサー

ビスを提供できるよう、相談支援体制の充実を図ります。 

 

カ 障がい者の社会参加の促進 

障がい者の充実した余暇活動や社会参加を支援するほか、福祉的就労の場の拡充を図ります。 

 

７ 医療の確保 

(1) 医療の確保の方針 

過疎地域における医療の確保を図るためには、医療の基本である医師をはじめとした医療従事者

の養成・確保に努めるとともに、限られた医療資源の有効活用に努める必要があります。 

このため、医療従事者の養成・確保においては、修学資金貸付事業による医師養成や即戦力となる

医師の招聘、地域病院等への医師の計画的な配置調整を進めるとともに、看護職員新卒者の県内就業

率の向上や離職防止などの取組を進めます。 

また、医療資源の有効活用においては、医療機関の機能分担と連携を促進するため、地域連携クリ

ティカルパスの運用、ＩＣＴを活用した医療連携システムの構築、救命救急医療の向上に資するドク

ターヘリの円滑な運航などを進めます。 

 

(2) 無医地区対策 

へき地医療拠点病院及びへき地診療所の整備充実に努め、市町村における患者輸送車の運行やへ

き地医療拠点病院が行うへき地診療所への医師派遣等の医療活動等を支援します。 

また、県と市町村とが共同で負担する奨学生制度及び県が実施する医師養成事業により養成した

医師等の計画的な配置調整を行うとともに、派遣医師の研修機会の確保、代診医師の確保等、勤務環

境の向上に努めます。 

 

(3) 医療体制の整備 

 
23  高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域（自宅）で暮らし続けることを目的として、身近な市町

村で提供されることが適当なサービス。 
24  生活に困難を抱えた障がい者や認知症高齢者が、専門スタッフによる家事などの日常生活援助を受けながら、少人数

で共同生活を送ることのできる住居。 
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地域の中核病院及び既存の医療施設・設備の整備充実に努め、養成医師の計画的な配置調整を行う

とともに、救急患者の救命率の向上や、広域搬送体制の向上を目的としたドクターヘリの円滑な運

航、特定診療科の医師の養成・確保に努めるほか、初期医療の段階で総合的な診察を行う医師を育成

します。 

 

８ 教育の振興 

(1) 教育の振興の方針 

過疎地域の学校がもつ「小規模校が多いこと」「豊かな自然環境に恵まれていること」「学校と地域

の人々のつながりが深いこと」などの特性を生かし、子どもたちが、地域とともにある学校において

自ら生き生きと学び、夢を持ち、それぞれの人間形成と自己実現に向けて知・徳・体のバランスのと

れた「生きる力」を身につける学びを実践します。 

さらに、県民が、主体的・相互的に連携し、助け合うことにより、家庭の教育力の向上に努めると

ともに、地域課題の解決に向けた取組や、文化芸術・スポーツ活動などへの参加により、生涯にわた

って、生き生きと自ら学び続けられる環境づくりを行います。 

学校、家庭、地域が協働して子どもたちの心のサポートを行うとともに、東日本大震災津波の体験

を踏まえた防災教育や復興に対する自己のあり方などを総合的に学ぶ「いわての復興教育25」を推進

することにより、子どもたち一人ひとりの学びの場の充実を図ります。 

過疎地域における実情に応じて、教職員を適切に配置します。 

 

(2) 施設の整備・活用 

ア 公立学校 

安全・安心な教育環境を整備するため、計画的な学校施設等の長寿命化等を推進します。 

 

イ 社会教育施設 

地域住民が生涯学習で学んだ成果を地域課題の解決等に役立てるなど、学びと活動の循環を促

すため、「地域とともにある学校づくり」を推進するフォーラムや「学校を核とした地域づくり」

に向けた研修会の開催など、コミュニティ・スクールの導入・充実と教育振興運動や地域学校協働

活動への参加促進に取り組みます。 

県民の生涯を通じた学習活動を支援するため、社会教育指導員や地域づくり関係者、地域学校協

働活動推進員などを対象に、ＩＣＴ機器の操作・利用等に関する研修会を開催するとともに、研修

会での交流などを通じた指導者相互のネットワーク化を図り、社会教育の中核を担う人材の育成

に取り組みます。 

市町村が設置する公民館等の学びの拠点の発展のため、ニーズに応じた事業支援や優れた活動

の周知・交流を積極的に進め、社会教育施設の充実を支援します。 

 

ウ 文化スポーツ施設 

 
25  東日本大震災津波の体験を踏まえ、県内全ての学校がそれぞれの実情に応じて取り組むことができる教育プログラム

を作成・普及することにより、子どもたち自らの未来を切り拓く力を育むとともに、県内の全ての学校が心を１つに

して震災を見つめ、郷土を愛し、いわての復興・発展を担う「ひとづくり」を進めていくための教育。 
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県民が心身ともに健康的に暮らせるよう、若年期から高齢期までのライフステージに応じたス

ポーツを楽しむ機会の充実を図ります。 

県民が安心してスポーツ活動ができる場を提供するため、県内のスポーツ施設の現状や県と市

町村との役割分担、県民のニーズなどを踏まえ、県営スポーツ施設の計画的な維持修繕等を実施し

ます。 

スポーツによる交流人口の拡大を図るため、いわてスポーツコミッション26を中心に、県内各地

の特色あるスポーツ施設の情報発信や、スポーツ施設を活用したスポーツ大会・合宿等の誘致に取

り組みます。 

県内トップ・プロスポーツチームと県民との一体感の醸成による地域活性化を図るため、各チー

ムと連携し、スポーツ教室の実施などに取り組みます。 

 

(3) 教育機会の提供 

ア 新たな県立高等学校再編計画後期計画においては、教育の質の保証と機会の保障を柱としてお

り、基本的な考え方である「生徒の希望する進路の実現」と「地域や地域産業を担う人づくり」に

基づく教育環境の充実に向け、地方創生における地域の学校の役割等も重視しながら、県立高等学

校における県外からの志願者受入れ「いわて留学」（県外募集）の実施、地域と連携した教育資源

（人材、歴史、環境等）の活用や地域の産業界との交流・連携などにより、魅力ある学校づくりに

取り組みます。 

イ 県立学校における質の高いカリキュラムの構築や、市町村・高等教育機関・産業界等との協働に

よるコンソーシアムの構築などにより、地域課題の解決等の探究的な学びを実施します。 

ウ 東日本大震災津波の経験や教訓を学校教育に生かし、岩手の復興・発展を支える子どもたちを育

成するため、内陸部と沿岸部の学校間や、小・中・高・特別支援学校の異校種間の交流に加えて、

家庭・地域・関係機関と連携した取組の充実を図ります。 

エ 児童生徒が自らの安全を確保する力を身に付けることができるよう、発達段階に応じて、東日本

大震災津波の経験・教訓を踏まえた、特色ある防災教育に取り組みます。 

オ 郷土への誇りと愛着を醸成するため、学校と地域が連携し、岩手の歴史や偉人、豊かな自然・文

化等を探究する学習や、地域活動への積極的な参加を促し、地域産業を理解する取組や地域の課題

解決を図る学習、伝統文化を継承する取組などにより、地域の担い手の育成を推進します。 

 

(4) 情報通信技術等を活用した教育及び学習の充実 

ア 児童生徒に言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力など全ての学習の基盤となる資質・能

力を確実に育むため、カリキュラム・マネジメントを推進するとともに、ＩＣＴ・新聞・統計資料

などを活用した学習や、身に付けた力を教科等横断的、総合的に発揮できる学習などに取り組みま

す。 

イ 各教科等の学習の充実を図るため、研修の充実やＩＣＴ支援員等の外部人材の活用などによる

ＩＣＴを活用した教員の指導力向上の取組を推進します。 

 
26  スポーツ資源と観光資源を生かし、スポーツ大会やスポーツ関連イベント等の誘致、スポーツツーリズムの推進等を

官民の関係機関・団体が一体となって取り組み、交流人口の拡大等による地域活性化を図る組織。 
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９ 集落の整備 

(1) 集落の整備の方針 

過疎地域の集落では、人口減少・少子高齢化の進行により空き家や耕作放棄地の増加、地域コミュ

ニティ機能の低下、担い手の不足、商店、金融機関、診療所等の閉鎖や統合及び公共交通機関の縮

小・撤退等により、集落維持を既存の地域社会の枠組みで行うことが困難な状況になってきています

が、「結（ゆい）」の精神に代表される助け合いやつながりを大切にしながら、第４次産業革命技術

や遊休資産を活かした生活サービスの提供、人材・収入の確保、都市部との交流の促進など、地域の

課題解決に向けた住民主体の取組の促進を通じて、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニ

ティの実現を目指します。 

 

(2) 第４次産業革命技術を活用した日常生活の支援や世代間交流の促進 

持続的な生活サービスの提供のため、第４次産業革命技術などの先端技術の活用事例の紹介など

を通じ、こうした技術の導入を促進します。 

 

(3) 遊休施設の活用 

遊休施設を活用し、世代間交流スペース、行政窓口、産直施設など、住民サービスや交流機能を持

つワンストップ拠点の整備を促進します。 

 

(4) 担い手対策 

国の制度等を活用した市町村や地域への外部専門人材派遣や、地域おこし協力隊などの人的支援

制度を活用した地域のリーダー・担い手の確保・養成に取り組みます。 

 

(5) 多様な主体との連携 

市町村や大学、NPO、企業のほか、地域の商工、農林水産業、福祉などの各種団体や郵便局などの

多様な主体が参画する、先端技術等の活用による持続可能なコミュニティ形成に向けた研究を推進

します。 

 

10 地域文化の振興 

(1) 地域文化の振興の方針 

岩手の風土に培われた豊かな歴史や文化を次世代に受け継いでいくとともに、県民誰もが文化芸

術に親しみ、創造できる環境づくりを進めることにより、より豊かな文化芸術へと発展させていくこ

とを通じて、魅力あふれる岩手を実現します。 

 

(2) 文化芸術の振興等に係る施設の整備・活用 

ア 幅広い分野の文化芸術に親しむ機会の拡大に向け、デジタル技術も活用しながら、年齢、性別、

障がいの有無に関わらず、県民が身近な場所で手軽に文化芸術活動を発表・鑑賞できる機会の充実

を図ります。 



41 
 

イ 県民の郷土愛を醸成するため、本県出身の偉人や様々な文化財などを活用し、歴史への理解促進

に向けた取組を推進するとともに、本県が誇る民俗芸能について、触れる機会の創出や情報発信に

より、伝統文化への理解を深め、次世代へ受け継ぐ取組を推進します。 

また、歴史資源や伝統文化を生かした地域活性化を図るため、地域の偉人や歴史、様々な文化財

や多種多様な民俗芸能を活用し、人的・経済的な交流を推進します。 

 

(3) 担い手の育成 

ア 文化芸術を担う人材を育てるため、一流の文化芸術に触れる機会の提供や意欲的な創作活動を

後押しするとともに、障がい者の文化芸術活動を推進します。 

イ 幼少期から優れた文化芸術に触れる機会を提供するため、子どもたちの興味・関心の向上や文化

芸術活動への参加、関係団体等と連携した県内学校等への芸術家派遣などの取組を進めます。 

ウ 各地域において積極的に文化芸術活動に取り組めるよう、文化芸術を生かした地域づくりなど

に取り組む人材の育成や相互交流の促進を図ります。 

 

11 再生可能エネルギーの利用推進及び自然環境の保全・再生 

(1) 再生可能エネルギーの利用推進及び自然環境の保全・再生の方針 

全国トップクラスにある再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限に活用し、再生可能エネル

ギーの導入促進を図ります。 

また、地球温暖化防止に向け、県民や事業者、行政が一体となった県民運動を展開します。 

さらに、温室効果ガスの排出削減対策を推進するとともに、再生可能エネルギーの導入や適切な森

林整備等による森林吸収源対策の促進を図ります。 

 

(2) 自然的特性を生かしたエネルギーの利用 

ア 家庭や事業所における自家消費型の再生可能エネルギーの導入など、市町村や地域新電力、発電

事業者等との連携によるエネルギーの地産地消を促進し、地域経済と環境の好循環に向けて取り

組みます。 

イ 太陽光や風力発電等の再生可能エネルギーの導入に当たっての環境配慮の基準づくり等により、

市町村における促進区域の設定を支援するなど地域と共生した再生可能エネルギーの導入を促進

します。 

ウ 波力発電等の海洋再生可能エネルギー研究開発プロジェクト創出支援や洋上風力発電の実現に

向けた取組を推進します。 

 

(3) 地域に存在する資源を活用した再生可能エネルギーの利用推進 

ア 国の動向や技術開発の進展等も踏まえながら、再生可能エネルギーにより生成した水素等の利

活用や理解促進に取り組みます。 

イ 一般家庭のみならず、公共施設や産業分野における木質バイオマスボイラー等の燃焼機器の導

入を促進するとともに、木質バイオマス燃料となる地域の未利用間伐材等の安定供給体制の構築

に向けた取組を促進します。 
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ウ 豊富な森林資源の有効利用を進め、木質バイオマスを燃料とした地域熱供給の取組を促進しま

す。 

エ 木質バイオマス発電の燃料安定供給を促進するため、発電事業者と原木供給者との原木等の需

給情報を把握するとともに、林地残材等の森林資源が有効活用されるよう取り組みます。 

 

(4) 自然環境の保全及び再生 

ア 優れた環境を守り引き継ぐため、環境モニタリング27による現状把握や事業場の監視・指導によ

り、良好な大気・水環境の保全を推進します。 

イ 森から川を経て海に至る健全な水循環が図られるよう、各地域での森と川と海の保全に関する

活動や県民参加による森林づくりの促進などを通じ、水と緑を守る取組を進めます。 

ウ 生物多様性の保全や水源の涵養といった公益的機能を持つ健全な森林が守られ、次世代に引き

継がれるよう、県民の支援や参画による森林整備などの取組を進めます。 

 
27  ある一定の地域を定め、その地域内の動植物の生態調査､大気、水、底質調査等に基づき、その環境の人への影響

を評価すること。 
 



 

 

 

 

資料編 
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資料１ 人口の自然増減の推移                       （単位：人、人口千人対、‰） 

参考：「人口動態調査」 

 

資料２ 人口の社会増減の推移                       （単位：人、人口千人対、‰）

参考：岩手県「人口移動報告年報」

出生 出生率 死亡 死亡率
自　然
増減数

自　然
増減率

出生 出生率 死亡 死亡率
自　然
増減数

自　然
増減率

平成元年 5,180 9.35 5,026 9.08 154 0.28 14,476 10.23 10,949 7.73 3,527 2.49

平成５年 4,653 8.69 4,884 9.12 △ 231 △ 0.43 13,583 9.59 11,320 8.00 2,263 1.60

平成10年 4,168 8.04 5,818 11.23 △ 1,650 △ 3.18 12,624 8.90 13,410 9.46 △ 786 △ 0.55

平成15年 3,530 7.11 5,870 11.82 △ 2,340 △ 4.71 11,215 8.00 13,607 9.71 △ 2,392 △ 1.71

平成20年 2,881 6.23 6,610 14.29 △ 3,729 △ 8.06 10,020 7.41 15,418 11.40 △ 5,398 △ 3.99

平成25年 2,428 5.72 6,574 15.48 △ 4,146 △ 9.76 8,918 6.89 16,191 12.51 △ 7,273 △ 5.62

平成26年 2,399 5.73 6,802 16.26 △ 4,403 △ 10.52 8,938 6.96 16,537 12.88 △ 7,599 △ 5.92

平成27年 2,312 5.54 6,822 16.35 △ 4,510 △ 10.81 8,502 6.64 16,700 13.05 △ 8,198 △ 6.41

平成28年 2,329 5.36 7,339 16.89 △ 5,010 △ 11.53 8,210 6.47 17,336 13.67 △ 9,126 △ 7.20

平成29年 2,203 5.16 7,331 17.18 △ 5,128 △ 12.02 7,719 6.15 17,384 13.85 △ 9,665 △ 7.70

平成30年 2,008 4.80 7,565 18.07 △ 5,557 △ 13.28 7,265 5.86 17,762 14.32 △ 10,497 △ 8.46

令和元年 1,838 4.49 7,167 17.50 △ 5,329 △ 13.01 6,764 5.52 17,239 14.06 △ 10,475 △ 8.54

令和２年 1,720 4.30 7,216 18.06 △ 5,496 △ 13.76 6,481 5.35 17,609 14.55 △ 11,128 △ 9.19

令和３年 1,682 3.96 8,085 19.02 △ 6,403 △ 15.07 6,011 5.02 18,443 15.42 △ 12,432 △ 10.39

令和４年 1,591 3.83 8,741 21.02 △ 7,150 △ 17.20 5,575 4.72 19,844 16.81 △ 14,269 △ 12.09

令和５年 1,351 3.32 8,545 21.02 △ 7,194 △ 17.69 5,011 4.31 19,837 17.06 △ 14,826 △ 12.75

区分

過疎地域 全県

転入 転出
社　会
増減数

社　会
増減率

転入 転出
社　会
増減数

社　会
増減率

平成元年 17,424 23,222 △ 5,798 △ 10.47 58,443 64,276 △ 5,833 △ 4.12

平成５年 17,089 20,228 △ 3,139 △ 5.86 57,919 59,239 △ 1,320 △ 0.93

平成10年 15,213 18,004 △ 2,791 △ 5.39 54,545 56,570 △ 2,025 △ 1.43

平成15年 13,267 16,598 △ 3,331 △ 6.71 47,768 52,562 △ 4,794 △ 3.42

平成20年 10,640 13,804 △ 3,164 △ 6.84 41,387 47,369 △ 5,982 △ 4.42

平成25年 10,228 12,435 △ 2,207 △ 5.20 38,983 41,977 △ 2,994 △ 2.31

平成26年 9,893 12,529 △ 2,636 △ 6.30 38,204 42,300 △ 4,096 △ 3.19

平成27年 9,825 11,791 △ 1,966 △ 4.71 37,722 41,371 △ 3,649 △ 2.85

平成28年 9,819 12,715 △ 2,896 △ 6.67 36,346 40,842 △ 4,496 △ 3.55

平成29年 9,502 12,736 △ 3,234 △ 7.58 35,893 41,093 △ 5,200 △ 4.14

平成30年 9,002 12,668 △ 3,666 △ 8.76 36,983 41,349 △ 4,366 △ 3.52

令和元年 8,369 11,696 △ 3,327 △ 8.12 35,262 39,073 △ 3,811 △ 3.11

令和２年 8,165 10,977 △ 2,812 △ 7.04 35,014 37,764 △ 2,750 △ 2.27

令和３年 9,036 12,153 △ 3,117 △ 7.33 34,453 38,582 △ 4,129 △ 3.45

令和４年 9,018 11,823 △ 2,805 △ 6.75 33,086 37,751 △ 4,665 △ 3.95

令和５年 8,137 11,219 △ 3,082 △ 7.58 31,479 36,529 △ 5,050 △ 4.34

区分

過疎地域 全県
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資料３ 年齢階層別人口の推移                                                  （単位：人、%） 

過

疎

地

域 

区分 

昭和 昭和 平成 平成 平成 平成 平成 令和 増減率 

35 年 55 年 7 年 12 年 17 年 22 年 27 年 ２年 R2/35 R2/55 R2/７ R2/12 R2/17 R2/22 R2/27 

総数 832,317  689,749  617,373  596,247 566,011  526,585  486,603  441,277  ▲ 46.98 ▲ 36.02 ▲ 28.52 ▲25.99 ▲ 22.04 ▲ 16.20 ▲ 9.31 

0～14 歳 301,716  157,943  100,122  85,060 72,554  61,423  51,157  42,433  ▲ 85.94 ▲ 73.13 ▲ 57.62 ▲50.11 ▲ 41.52 ▲ 30.92 ▲ 17.05 

（構成比） (36.3) (22.9) (16.2) (14.3) (12.8) (11.7) (10.5) (9.6)        

15 歳～64 歳 484,843  453,519  385,800  357,685 325,947  294,360  262,241  222,789  ▲ 54.05 ▲ 50.88 ▲ 42.25 ▲37.71 ▲ 31.65 ▲ 24.31 ▲ 15.04 

（構成

比） 
  (58.3) (65.8) (62.5) 

(60.0) 
(57.6) (55.9) (53.9) 

(50.5) 
 

 
 

 
   

  15 歳～29 歳 195,733  128,571  90,648  85,230 73,370  59,800  50,938  43,065 ▲ 78.00 ▲ 66.50 ▲ 52.49 ▲49.47 ▲ 41.30 ▲ 27.98 ▲ 15.46 

  （構成比） (23.5) (18.6) (14.7) (14.3) (13.0) (11.4) (10.5) (9.8)        

65 歳以上 45,758  78,254  131,451  153,328 167,036  170,406  172,265  174,360  281.05 122.81 32.64 13.72 4.38 2.32 1.22 

（構成比） (5.5) (11.3) (21.3) (25.7) (29.5) (32.4) (35.4) (39.5)        

全

県 

総数 1,448,517  1,421,927  1,419,505  1,416,180 1,385,041  1,330,147  1,279,594  1,210,534  ▲ 16.43 ▲ 14.87 ▲ 14.72 ▲14.52 ▲ 12.60 ▲ 8.99 ▲ 5.40 

0～14 歳 501,782  326,014  239,010  212,470 190,578  168,804  150,992  132,447  ▲ 73.60 ▲ 59.37 ▲ 44.59 ▲37.66 ▲ 30.50 ▲ 21.54 ▲ 12.28 

（構成比） (34.6) (22.9) (16.8) (15.0) (13.8) (12.7) (11.8) (10.9)        

15 歳～64 歳 870,492  952,388  925,175  899,177 850,253  795,780  734,886  658,816  ▲ 24.32 ▲ 30.82 ▲ 28.79 ▲26.73 ▲ 22.52 ▲ 17.21 ▲ 10.35 

（構成

比） 
  (60.1) (67.0) (65.2) 

(63.5) 
(61.4) (59.8) (57.4) 

(54.4) 
 

 
 

 
   

  15 歳～29 歳 360,041  289,485  249,299  245,420 214,296  183,254  162,293  142,490 ▲ 60.42 ▲ 50.78 ▲ 42.84 ▲41.94 ▲ 33.51 ▲ 22.24 ▲ 12.20 

  （構成比） (24.9) (20.4) (17.6) (17.3) (15.5) (13.8) (12.7) (11.8)        

65 歳以上 76,243  143,400  255,256  303,988 339,957  360,498  386,573  404,359  430.36 181.98 58.41 33.02 18.94 12.17 4.60 

（構成比） (5.3) (10.1) (18.0) (21.5) (24.5) (27.1) (30.2) (33.4)        

参考：国勢調査 
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資料４ 産業別就業人口の状況 

参考：国勢調査 

 昭和  平成 令和

35年 40年 45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 17年 22年 27年 ２年 40年 45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 17年 22年 27年 ２年

374,610 344,228 348,376 328,478 331,680 327,734 316,684 308,122 287,197 264,052 234,193 230,478 209,717 91.9 93.0 87.7 88.5 87.5 84.5 82.3 76.7 70.5 62.5 61.5 56.0

224,649 188,533 169,787 135,289 111,693 106,523 88,691 71,420 58,783 52,995 43,185 37,418 31,917 83.9 75.6 60.2 49.7 47.4 39.5 31.8 26.2 23.6 19.2 16.7 14.2

(60.0) (54.8) (48.7) (41.2) (33.7) (32.5) (28.0) (23.2) (20.5) (20.1) (18.4) (16.2) (15.2)

農業 198,729 167,381 149,792 117,536 93,348 90,965 75,282 60,577 49,833 45,714 36,437 32,216 27,152 84.2 75.4 59.1 47.0 45.8 37.9 30.5 25.1 23.0 18.3 16.2 13.7

林業 10,939 6,840 5,028 4,980 5,554 4,885 3,972 3,252 2,801 1,842 2,327 2,108 1,959 62.5 46.0 45.5 50.8 44.7 36.3 29.7 25.6 16.8 21.3 19.3 17.9

漁業 14,981 14,312 14,967 12,773 12,791 10,673 9,437 7,591 6,149 5,439 4,421 3,094 2,806 95.5 99.9 85.3 85.4 71.2 63.0 50.7 41.0 36.3 29.5 20.7 18.7

58,473 58,831 67,522 76,548 91,028 87,103 98,285 101,056 94,692 77,783 65,239 66,953 58,717 100.6 115.5 130.9 155.7 149.0 168.1 172.8 161.9 133.0 111.6 114.5 100.4

(15.6) (17.1) (19.4) (23.3) (27.4) (26.6) (31.0) (32.8) (33.0) (29.5) (27.9) (29.0) (28.0)

91,488 96,864 111,067 116,641 128,959 134,108 129,708 135,646 133,722 133,274 125,769 126,107 119,083 105.9 121.4 127.5 141.0 146.6 141.8 148.3 146.2 145.7 137.5 137.8 130.2

(24.4) (28.1) (31.9) (35.5) (38.9) (40.9) (41.0) (44.0) (46.6) (50.5) (53.7) (54.7) (56.8)

695,845 675,535 704,670 702,574 723,158 729,651 738,363 747,532 732,788 688,614 631,303 636,329 605,093 97.1 101.3 101.0 103.9 104.9 106.1 107.4 105.3 99.0 90.7 91.4 87.0

394,567 331,290 299,903 244,710 192,263 185,324 155,356 124,837 104,144 94,437 76,003 67,731 57,926 84.0 76.0 62.0 48.7 47.0 39.4 31.6 26.4 23.9 19.3 17.2 14.7

(56.7) (49.0) (42.6) (34.8) (26.6) (25.4) (21.0) (16.7) (14.2) (13.7) (12.0) (10.6) (9.6)

農業 357,138 300,509 270,519 219,125 166,033 162,474 135,475 108,917 90,802 83,430 65,744 59,816 50,479 84.1 75.7 61.4 46.5 45.5 37.9 30.5 25.4 23.4 18.4 16.7 14.1

林業 14,613 9,423 7,053 6,843 7,657 6,514 5,317 4,298 3,790 2,508 3,244 3,057 2,941 64.5 48.3 46.8 52.4 44.6 36.4 29.4 25.9 17.2 22.2 20.9 20.1

漁業 22,816 21,358 22,331 18,742 18,573 16,336 14,564 11,622 9,552 8,499 7,015 4,858 4,506 93.6 97.9 82.1 81.4 71.6 63.8 50.9 41.9 37.3 30.7 21.3 19.7

105,276 114,709 137,556 161,128 190,535 191,619 212,474 221,365 214,367 178,042 153,479 159,640 147,219 109.0 130.7 153.1 181.0 182.0 201.8 210.3 203.6 169.1 145.8 151.6 139.8

(15.1) (17.0) (19.5) (22.9) (26.3) (26.3) (28.8) (29.6) (29.3) (25.9) (24.3) (25.1) (24.3)

196,002 229,536 267,211 296,736 340,360 352,708 370,533 401,330 414,277 416,135 401,821 408,958 399,948 117.1 136.3 151.4 173.7 180.0 189.0 204.8 211.4 212.3 205.0 208.6 204.1

(28.2) (34.0) (37.9) (42.2) (47.1) (48.3) (50.2) (53.7) (56.5) (60.4) (63.6) (64.3) (66.1)

区　分
指数（35年＝100）

過
　
疎
　
地
　
域

総　数

第１次産業

（構成比％）

第２次産業

（構成比％）

第３次産業

（構成比％）

全
　
　
県

総　数

第１次産業

（構成比％）

第２次産業

（構成比％）

第３次産業

（構成比％）
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資料５ 産業別総生産の状況                           （単位：百万円） 

年度 地域 総額 第１次産業 第２次産業 第３次産業 税・関税等 対全県比 

平成 24 過疎地域 1,326,877 73,835 379,415 866,137 7,490 
30.6% 

    （構成比） 5.6% 28.6% 65.3% 0.6% 

  全 県 4,329,412 138,005 1,056,706 3,110,263 24,438 
  

    （構成比） 3.2% 24.4% 71.8% 0.6% 

平成 29 過疎地域 1,662,860 90,540 603,487 960,489 8,344 
34.2% 

    （構成比） 5.4% 36.3% 57.8% 0.5% 

  全 県 4,859,272 155,395 1,356,140 3,323,348 24,389 
  

    （構成比） 3.2% 27.9% 68.4% 0.5% 

令和４ 過疎地域 1,628,157 96,728 477,052 1,039,430 14,947 
33.9% 

    （構成比） 5.9% 29.3% 63.8% 0.9% 

  全 県 4,797,050 149,664 1,232,520 3,370,821 44,045 
  

    （構成比） 3.1% 25.7% 70.3% 0.9% 

参考：岩手県ふるさと振興部「市町村民経済計算」 

 

資料６ 一人当たり市町村民所得の状況 （単位：千円、％） 

  過疎地域 全県 全県比 

H23 1,980 2,383 83% 

H24 2,154 2,523 85% 

H25 2,339 2,710 86% 

H26 2,377 2,712 88% 

H27 2,334 2,623 89% 

H28 2,429 2,664 91% 

H29 2,548 2,765 92% 

H30 2,561 2,801 91% 

R 元 2,506 2,779 90% 

R2 2,423 2,646 92% 

R3 2,373 2,667 89% 

R4 2,408 2,704 89% 

参考：岩手県ふるさと振興部「市町村民経済計算」 

 

資料７ 小売業の状況 

区分 地域 H24 H28 R3 

事業所数 
過疎 4,353 4,415 4,119 

全県 9,971 10,377 9,517 

従業員数（人） 
過疎 22,090 23,810 23,802 

全県 60,379 67,760 67,914 

年間販売額（千万円） 
過疎 38,051 45,479 40,056 

全県 113,609 136,157 126,832 

１事業所当たり従業員数（人） 
過疎 5.07 5.39 5.78 

全県 6.06 6.53 7.14 

１事業所当たり年間販売額（千万円） 
過疎 8.74 10.30 9.72 

全県 11.39 13.12 13.33 

１従業員当たり年間販売額（千万円） 
過疎 1.72 1.91 1.68 

全県 1.88 2.01 1.87 

参考：統計局「経済センサス-活動調査」 
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資料８ 誘致企業（延べ数）の状況                          (単位：件、％) 

区分 H 元 H10 H20 R 元 R6 
増減率 

H10/H 元 H20/H 元 R 元/H 元 R6/H 元 

過疎地域 
(52.0%) (53.1%) (51.9%) (46.7%) (46.1%) 

24.5% 50.6% 70.9% 87.2% 
265 330 399 453 496 

全県 510 622 769 970 1076 22.0% 50.8% 90.2% 111.0% 

参考：岩手県商工労働観光部ものづくり自動車産業振興室 
 

資料９ 観光入込客数（延べ人数）の状況   （単位：千人回、％） 

区分 H22 R 元 R5 
増減率 

R5/H22 R5/R 元 

過疎地域 17,592 17,421 15,265 86.8% 87.6% 

全県 28,956 29,213 23,438 80.9% 80.2% 

参考：「岩手県観光統計概要」 

 

資料 10 生活環境の状況          （単位：%） 

（１） 水道普及率 

区分 H 元 H10 H20 R 元 R5 

過疎地域 75.2 81.5 87.2 91.5 92.5 

全県 82.4 89.1 92.8 94.1 94.7 

参考：水道普及率：岩手県環境生活部「岩手県の水道概況」 
 
（２） 汚水処理人口普及率 

区分 H 元 H10 H20 R 元 R5 

過疎地域 - 19.0 58.3 74.5 74.4 

全県 - 43.6 70.2 82.6 85.4 

参考：汚水処理人口普及率：岩手県県土整備部下水環境課 
 

資料 11 医療施設等の状況 

（１） 人口 10 万人当たりの病床数 （令和５年 10 月１日現在、単位：床） 

区分 過疎地域 全県 

人口 10 万人当たりの病床数 1,423.1 1,443.6 

参考：岩手県保健福祉部 
 

（２） 人口 10 万人当たりの医師数 （令和４年 10 月１日現在、単位：人） 

区分 過疎地域 全県 

人口 10 万人当たりの医師数 158.9 233.5 

参考：岩手県保健福祉部 
 


